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はじめに 

 本市は、男女がともに自立し、市民一人ひとりが 

個性豊かに輝き、お互いに認め合い、支え合う男女 

共同参画社会の実現をめざし、平成６年に「さって 

女性プラン」を策定し、総合的、計画的に男女共同 

参画施策に取り組んでまいりました。 

 しかしながら、性別における固定的な役割分担意 

識やそれに基づく社会習慣、男女間の様々な暴力な 

ど、家庭、職場、地域などあらゆる場面において、 

解決しなければならない課題は依然として根強く残っています。 

 さらに、少子高齢化の進行、人口の減少、社会情勢の変化などにより新たな課題も生じ

てきています。 

 こうした背景を踏まえ、これまでの取り組みの成果を評価するとともに、様々な課題に

的確に対応するため、新たに「第５次幸手市男女共同参画プラン」を策定しました。 

 本計画の策定にあたっては、社会環境の変化等に対応するため、前計画の成果を踏まえ

つつ、本計画の一部を「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ

防止法）」及び「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」に

基づく市の推進計画として位置付けました。 

 男女共同参画社会の実現には、市の取り組みはもとより、市民の皆様や事業者等の方々

との連携・協力が必要です。皆様のより一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し

上げます。 

 結びに、プラン策定にあたり、熱心にご審議いただきました幸手市男女共同参画推進協

議会の委員の皆様をはじめ、市民意識調査などを通じて貴重なご意見をいただきました市

民の皆様、計画策定にご協力いただきました関係機関の皆様に心から感謝申し上げます。 

  

 令和３年３月 

             幸手市長   
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１ プラン改定の趣旨 

 本市では、男女共同参画社会の実現に向け、１９９４年（平成６年）策定の「さって女性プラン」か

ら、第４次となる２０１５年（平成２７年）策定の「第４次幸手市男女共同参画プラン」を経て、長年

に及ぶ男女共同参画の推進に取り組んできました。 

 しかしながら、様々な分野で性別における固定的な性別役割分担意識やそれに基づく社会習慣は依然

として根強く、配偶者からの暴力の問題など、性に基づく被害や差別もいまだ存在しています。 

 また、国においては、２０１５年（平成２７年）８月に、女性の採用・登用・能力開発等のための事

業主行動計画の策定を事業主に義務付ける、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女

性活躍推進法」という。）が成立し、同年１２月に「第４次男女共同参画基本計画」を閣議決定しました。 

 こうした中、本市では、現行プランの計画期間の終了にあたり、これまでの成果を踏まえ、取り組む

べき課題や社会情勢の変化に対応するためプランの見直しを行い、新たな計画として「第５次幸手市男

女共同参画プラン」を策定するものです。 

 

 ２ プラン策定の背景 

（１） 世界の動き 

１９４６年（昭和２１年）国連に「婦人の地位向上委員会」が発足し、１９６７年（昭和４２年）

「婦人に対する差別撤廃宣言」を採択しました。 

さらに、１９７２年（昭和４７年）国連総会で１９７５年（昭和５０年）を「国際婦人年」と定め

ることとし、それを契機にメキシコシティで第１回「世界女性会議」が開かれ、各国のとるべき方

向を示すガイドライン「世界行動計画」が採択されました。そして、これに続く１０年間、１９７

６年（昭和５１年）から１９８５年（昭和６０年）までを「国連婦人の１０年」と宣言し、女性の地

位向上に向けた様々な活動が世界的に展開されました。 

「国連婦人の１０年」の中間年となる、１９８０年（昭和５５年）には、第２回世界女性会議が

デンマ－クのコペンハ－ゲンで開催され、ここで「女子差別撤廃条約」の署名式が行われ、我が国

もこれに署名しました。 

また、１９８１年（昭和５６年）に、ＩＬＯにおいては「男女労働者特に家族的責任を有する労

働者の機会均等及び均等待遇に関する条約」（第１５６号条約）及び同勧告が採択されています。「国

連婦人の１０年」の最終年になる、１９８５年（昭和６０年）には、第３回世界女性会議がケニア

のナイロビで開催され、今後の指針となる「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」が採択さ

れました。 

そして、１９９０年（平成２年）にこの実施ペースを早めるため国連経済社会理事会で、「ナイロ

ビ将来戦略に関する第１回見直しと評価に伴う勧告及び結論」が採択されています。 

１９９５年（平成７年）に第４回世界女性会議（北京）が開催され「北京宣言」と「行動綱領」が

採択されました。また、２０００年（平成１２年）国連特別総会（ニュ－ヨ－ク）として「女性２０

００年会議、２１世紀に向けての男女の平等・開発・平和」が開催され、「北京宣言」、「行動綱領」

並びに「ナイロビ将来戦略」の実施を再確認する「政治宣言」と、その実施状況の評価と今後の具

体策を盛り込んだ「成果文書」が採択されました。 
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さらに、北京会議の開催から１０年が経った２００５年（平成１７年）、ニュ－ヨ－クの国連本部

において１６５か国の政府代表約１，８００人とＮＧＯ約６，０００人の人々が出席し、「北京＋１

０」と銘打った会議が開催され、「北京宣言」と「行動綱領」の再確認と各国政府に更なる行動を求

める「政治宣言」が採択されました。 

２００９年（平成２１年）にはニューヨークにおいて「女子差別撤廃委員会」が行われ、我が国

が国連に提出した女子差別撤廃条約実施状況第６回報告の審議が行われました。その翌年、ニュー

ヨークで「国連『北京＋１５』世界閣僚級会合」が開催され、「北京宣言」、「行動綱領」並びに「女

性２０００年会議成果文書」に関する実施状況を協議され、これらの内容を再確認し、実施に向け

た国連やＮＧＯなどの貢献強化などの宣言が採択されました。 

近年では、２０１０年（平成２２年）７月の国連総会決議において、男女平等と女性の地位向上

の促進を目的として、ジェンダー関連４機関であるジェンダー問題事務総長特別顧問室（ＯＳＡＧ

Ｉ）、女性の地位向上部（ＤＡＷ）、国連婦人開発基金（ＵＮＩＦＥＭ）、国際婦人調査訓練研修所（Ｉ

ＮＳＴＲＡＷ）が統合され、２０１１年（平成２３年）１月に「ジェンダー平等と女性のエンパワ

ーメントのための国連機関（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）」が発足しました。 

また、２０１２年（平成２４年）には、第５６回国連婦人の地位委員会がニューヨークの国連本

部で開催され、東日本大震災から１年になるにあたり、自然災害と女性に関する様々な課題につい

て、震災の経験や教訓を各国で共有し、国際社会の理解を深めるとともに、より女性に配慮した災

害への取組みを促進することを目指し、「自然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパワーメン

ト」決議が採択されました。 

２０１５年（平成２７年）には、第４回世界女性会議（北京会議）から２０年目を迎え、第５９

回国連婦人の地位委員会（通称：北京＋２０）がニューヨークで開催され、「北京宣言及び行動綱領」

や「女性２０００年会議」成果文書の実施状況及び評価等を実施し、「第４回世界女性会議２０周年

における政治宣言」等が採択されました。 

また、２０２０年（令和２年）３月に、第６４回国連女性の地位委員会（通称：北京＋２５）がニ

ューヨークで開催され、「北京宣言及び北京行動綱領」の重要性を再認識するなど、「第４回世界女

性会議２５周年における政治宣言」が採択されました。 

 

（２） 国・埼玉県の取組み 

日本における男女共同参画社会の形成は、日本国憲法に男女平等の理念がうたわれたことが大き

な契機となり、国際社会における取組みとも連動しながら進められてきました。 

１９７９年（昭和５４年）の国連総会で採択された女子差別撤廃条約を批准するために、男女雇

用機会均等法の制定、国籍法及び戸籍法の一部改正など、法律、制度面での男女平等が図られ、１

９８５年（昭和６０年）には同条約を批准しました。 

その後、男女共同参画推進本部（本部長・内閣総理大臣）及び男女共同参画審議会の設置を経て、

１９９６年（平成８年）には男女共同参画社会の促進をめざす「男女共同参画２０００年プラン」

が策定されました。 

１９９９年（平成１１年）には男女共同参画社会基本法が制定され、翌２０００年（平成１２年）

には、この法に基づく法定計画として「男女共同参画基本計画」が策定されました。さらに２００

５年（平成１７年）には「第２次男女共同参画基本計画」が策定され、その後、２０１０年（平成２
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２年）にはそれまでの取組みを評価・総括した上で「第３次男女共同参画基本計画」が策定される

に至りました。 

２００１年（平成１３年）には、配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関する法律「ＤＶ防

止法」が制定され、２００４年（平成１６年）には被害者の自立支援明確化、２００７年（平成１

９年）には、「ＤＶ防止法」の改正法が制定され、さらに２００８年（平成２０年）１月には、保護

命令制度の拡充、市町村に対する基本計画策定の努力義務等を定めた改正法が施行されました。 

また、２００７年（平成１９年）１２月のワ－ク・ライフ・バランス推進官民トップ会議におい

て、関係者が積極的に取組を進めていくため、「仕事と生活の調和（ワ－ク・ライフ・バランス）憲

章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が策定され、それに基づき、２００８年（平

成２０年）を「仕事と生活の調和元年」と位置づけました。 

２０１５年（平成２７年）には、女性の採用・登用・能力開発等のための事業主行動計画の策定

を事業主に義務付ける「女性活躍推進法」が制定され、働く場面で活躍したいという希望を持つす

べての女性が、その個性と能力を十分に発揮できる社会を実現するために、女性の活躍推進に向け

た数値目標を盛り込んだ行動計画の策定・公表や、女性の職業選択に資する情報の公表が事業主（国

や地方公共団体、民間企業等）に義務付けられました。 

また、同年、改めて女性の活躍推進を強調し、「男性中心型労働慣行等の変革」や「あらゆる分野

における女性の参画の拡大」に向けて、さらに踏み込んだポジティブ・アクションの実行等を通じ

て積極的な取組みを進めるため、「第４次男女共同参画基本計画」が策定されました。 

埼玉県では、１９８０年（昭和５５年）に「婦人の地位向上に関する埼玉県計画」、１９８６年（昭

和６１年）に「男女平等社会確立のための埼玉県計画」、１９９５年（平成７年）には、２１世紀を

展望した女性行政の第３次総合計画となる「２００１彩の国男女共同参画プログラム」を策定しま

した。 

２０００年（平成１２年）には、全国に先駆けて、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進する

ことを目的として、埼玉県男女共同参画推進条例を制定し、この年１０月には、条例に基づく男女

共同参画に関する苦情処理機関を設置しました。 

２００２年（平成１４年）には、第４次計画として「埼玉県男女共同参画推進プラン２０１０」

を策定、男女共同参画推進の総合的な拠点となる「埼玉県男女共同参画推進センタ－（Ｗｉｔｈ Ｙ

ｏｕさいたま）」を開設しました。 

さらに、「ＤＶ防止法」の一部改正を受けて、２００６年（平成１８年）に「配偶者等からの暴力

防止及び被害者支援基本計画」を策定し、２００７年（平成１９年）には、「埼玉県男女共同参画推

進プラン２０１０」の一部見直しを行いました。 

平成２０年（２００８年）には、「埼玉県男女共同参画推進センター（Ｗｉｔｈ Ｙоｕさいたま）」

に結婚や出産を機に退職した女性の再就職を支援するための「埼玉県女性キャリアセンター」を開

設。平成２４年（２０１２年）には、働く場における女性の活躍を支援するため、「ウーマノミクス

課」が設置されました。 

平成２９年（２０１７年）には、「女性活躍推進法」や国の「第４次男女共同参画基本計画」など

を踏まえ、「埼玉県男女共同参画基本計画（平成２９～３３年度）」が策定されました。 
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 （３）幸手市の取組み 

   本市においては、幸手市女性問題協議会設置条例が昭和６１年９月に施行され昭和６２年７月に

「幸手市女性問題協議会」（現幸手市男女共同参画推進協議会）が発足しました。 

   そして、平成２年度から平成４年度まで、埼玉県のモデル市町村補助金指定を受け、女性行動計 

画策定への契機となりました。平成６年３月に第１次の「さって女性プラン」を、平成１３年度に

「第２次幸手市男女共同参画プラン」を、平成２１年度に「第３次幸手市男女共同参画プラン」を

策定し、平成２７年度に「第４次幸手市男女共同参画プラン」を策定しました。 

 また、平成２９年３月１７日に、市、市民及び事業者が協働して、男女共同参画社会の実現を目

指して「幸手市男女共同参画を推進する条例」を制定しました。 

 このように、本市では、この男女共同参画プランを女性問題解決の行動指針としてきましたが、

近年の経済・社会状況は多様な変化が生じています。そこで、「幸手市男女共同参画を推進する条例」

第１０条(行動計画の策定)に基づき、「幸手市男女共同参画プラン」の見直しを行い内容の改善を図

ることとし、令和２年１月に、「男女共同参画に関する市民意識調査」を実施し、更に新たな課題に

対応するため、国、県の動向を踏まえて「第５次幸手市男女共同参画プラン」策定しました。  

「やりがい」「責任」のある仕事 
「家庭」「育児」「介護」「地域」

「趣味」といった生活 

・プライベートの充実 

・心身のリフレッシュ 

・余裕のある育児・介護 

・多様な働き方 

・生産性の向上 

・所定外労働の減少 

・人件費の削減 

・モチベーション UP 

相乗効果 
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３ 計画の位置付け 

（１）本計画は、本市における男女共同参画社会の実現に向けた施策の基本的方向を明らかにしたもの

です。 

（２）本計画は、「男女共同参画社会基本法」第１４条第 3 項及びに基づく「市町村男女共同参画計画」

です。 

（３）本計画は、「幸手市男女共同参画を推進する条例」第１０条第１項に基づいた男女共同参画の推進

に関する市の基本的施策を総合的かつ計画的に実施するための「男女共同参画の推進に関する行動

計画」です。 

（４）本計画は、「第６次幸手市総合振興計画」の部門計画として、幸手市総合振興計画や他分野の関連

計画との整合性を考慮した計画です。 

（５）本計画は、国の「第４次男女共同参画基本計画」及び県の「埼玉県男女共同参画基本計画」の内

容を踏まえた計画です。 

（６）本計画は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」第６条第２項に基づく「市町村推

進計画」として位置付けます。 

（７）本計画は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」第２条の３第３項に基づ

く「市町村基本計画」として位置付けます。 

 

４ 計画の期間 

 この計画は、令和３年度を初年度として、令和８年度までの６年間とします。ただし、この間、社会 

情勢の変化等に対応するため、必要に応じて行動計画の見直しを行います。 

 

年度 
令和 ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

西暦 2021 2022 2023 2024 2025 2026 

第６次幸手市総合振興計画 

      

第５次幸手市男女共同参画プラン 

      

  

前期基本計画 ５年  
後期基本計画 ５年 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章         

 

幸手市の現状       
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１ 統計からみる幸手市の現状 

（１）人口推移 

 幸手市の総人口は、年々減少しています。 

１５歳未満の年少人口と１５～６４歳の生産年齢人口は減少し、６５歳以上の高齢者人口は増加して

いることから、少子高齢化が進行していることがわかります。 

 

■人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※小数点以下第 2位を四捨五入し、小数点以下第 1位までを表記しているため、合計が 100.0％にならない場合があります。 

資料：指定区別年齢別男女別人口調（各年４月１日現在） 

5,825 5,725 5,627 5,473 5,197 5,074 

31,868 31,090 30,359 29,560 29,010 28,243 

15,306 15,844 16,291 16,699 17,018 17,423 

52,999 52,659 52,277 51,732 51,225 50,740 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H27 H28 H29 H30 H31 R2

15歳未満 15～64歳 65歳以上 総人口（人） 

11.0 10.9 10.8 10.6 10.1 10.0

60.1 59.0 58.1 57.1 56.6 55.7

28.9 30.1 31.2 32.3 33.2 34.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H27 H28 H29 H30 H31 R2

15歳未満 15～64歳 65歳以上

資料：指定区別年齢別男女別人口調（各年４月１日現在） 
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（２）世帯の状況 

 本市の世帯数は年々増加しており、一世帯あたりの人数は減少しています。 

 

■世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■１世帯あたりの人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：人口集計表（各年４月１日現在） 

3.08

2.90

2.72

2.55

2.81

2.68

2.54

2.45

2.71

2.60

2.42 2.38

2.00

2.20

2.40

2.60

2.80

3.00

3.20

Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27

幸手市 埼玉県 全国（人）

資料：国勢調査 

22,146 

22,332 

22,511 

22,606 

22,781 
22,815 

21,800

22,000

22,200

22,400

22,600

22,800

23,000

H27 H28 H29 H30 H31 R2

（世帯） 
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（３）少子高齢化の進行 

 ①高齢化率の推移 

  高齢化率は、国、県、本市とも、年々増加しています。 

 

■高齢化率の推移 

 

 

 

  

資料：国勢調査 

13.1 17.5

23.5
28.4

12.8

16.4

20.4

22.617.3
20.1

23.0 23.7

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27

幸手市 埼玉県 全国（％）
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 ②少子化の進行 

  合計特殊出生率の推移をみると、本市は、国や埼玉県を下回っており、平成２８（２０１６）年か

ら３年連続で１．０未満となっています。また、出生数についても減少傾向にあります。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■出生数の推移 

 

 

 

  

資料：埼玉県 合計特殊出生率の年次推移（保健所・市町村別） 

1.06
1.16

0.97 0.98

0.83

1.31
1.39 1.37 1.36

1.34

1.42 1.45 1.44 1.43 1.42

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

幸手市 埼玉県 全国

資料：埼玉県人口動態統計 

320
309

295

251 246

195

0

50

100

150

200

250

300

350

H25 H26 H27 H28 H29 H30

（人） 

（人） 
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（４）就業に関する現状 

 ①女性の年齢階級別労働力率 

  女性の年齢階級別労働力率は、全国的に３０歳代で低下する M 字カーブを描いており、本市におい

ても同様の傾向がみられます。また、年齢階級別労働力率の推移をみると、平成２２（２０１０）年

と比較して、全体的に労働力率が上昇しています。 

 

■女性の年齢階級別労働力率（平成２７年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■女性の年齢階級別労働力率の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.7

69.5

81.4
73.5

72.7 76.0 77.9 76.2

69.4

52.1

33.8

19.9

11.6

6.2
2.5

16.7

68.8 80.9

70.5
68.7

73.2
76.1

74.1

66.6

49.9

31.4

18.1

10.2

5.7

2.5

19.7

68.2

81.1

69.6

71.3
75.8

77.9

72.2

60.4

47.1

29.7

17.7

8.6

6.8

1.40.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

全国 埼玉県 幸手市全国 埼玉県 幸手市（%）

17.1

71.2

75.9

66.0 66.7
73.1 72.5

65.1

56.2

42.3

24.9

13.7

9.6

3.6

1.6

19.7

68.2

81.1

69.6 71.3
75.8 77.9

72.2

60.4

47.1

29.7

17.7

8.6

6.8

1.40.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

平成22(2010)年 平成27(2015)年平成22（2010）年 平成27（2015）年（%）

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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２ アンケート結果からみる幸手市の現状 

（１）調査概要 

 「第４次幸手市男女共同参画プラン」が令和２（２０２０）年度に満了となり、令和３（２０２１）

年度から令和８（２０２６）年度までの６年間を計画期間とする、「第５次幸手市男女共同参画プラン」

の策定にあたり、市民の考えや意見を把握し、計画に生かしていくために市民意識調査を実施しました。 

 

調査対象 幸手市内在住の満１８歳以上の市民 １，０００人 

抽出方法 住民基本台帳から男女それぞれ５００人を無作為抽出 

調査方法 郵送により調査票を配布・回収 

調査期間 令和２年１月６日から令和２年１月２０日まで 

調査項目 １ 回答者の属性 

２ 男女平等、男女共同参画に関する意識について 

３ 生活全般における男女平等、男女共同参画について 

４ 男女の就業・仕事について 

５ ドメスティック・バイオレンス（配偶者・交際相手等からの暴力）について 

有効回答者数 ４８１人（女性：２２７人 男性：２４３人 性別無回答：１１人） 

有効回答率 ４８．１％（女性：４５．４％ 男性：４８．６％） 

 

※市民意識調査結果について 

〇調査結果の数値は原則として回答率（％）で表記しています。回答率（％）の母数は、その質問項目

に該当する回答者の数であり、ｎ=と表記しています。また、複数回答についても回答者の数としてい

ます。 

〇回答率は、小数点以下第 2位を四捨五入し、小数点以下第 1位までを表記しているため、合計が 100.0％

にならない場合があります。 

〇回答方法が１つを選択するもので、複数回答してあるものは無効としています。 
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（２）言葉や施策の認知度 

 男女共同参画に関する言葉や施策について、「配偶者等からの暴力（ＤＶ）」や「セクシャル・ハラス

メント」、「マタニティ・ハラスメント」、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（Ｄ

Ｖ防止法）」という言葉を知っている割合（知っている、言葉は聞いたことがあるの計）はいずれも８０％

を超えて高くなっています。次いで「男女雇用機会均等法」などについて知っている割合が高くなって

います。なお、「男女共同参画社会」について知っている割合は５８．７％で、認知度は約５割となって

います。 

  

■男女共同参画に関する言葉や施策の認知度（n=481） 

 （あなたは、男女共同参画に関する言葉や幸手市が取り組んでいる施策をご存知ですか。） 

  

28.3

14.1

6.4

31.6

60.7

29.1

29.5

73.2

68.8

74.6

52.0

37.2

44.1

8.5

6.7

10.2

7.3

2.5

16.6

4.4

30.4

34.7

23.5

26.4

17.5

33.9

30.6

12.5

14.3

12.3

29.3

29.9

24.5

17.3

16.8

15.0

16.0

11.2

19.8

13.1

39.3

47.4

65.7

37.8

18.3

32.6

36.0

11.4

13.9

10.4

15.4

29.5

27.7

71.1

73.0

71.9

74.0

81.7

60.7

78.8

2.1

3.5

4.4

4.0

2.5

4.2

3.5

2.9

2.9

2.5

3.1

3.1

3.3

2.9

3.1

2.9

2.5

4.4

2.7

3.5

知っている 言葉は聞いたことがある 知らない 無回答 (%)

男女共同参画社会

女子差別撤廃条約

ポジティブ・アクション（積極的改善措置）

ジェンダー（社会的文化的に形成された性別）

男女雇用機会均等法

女性活躍推進法

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

マタニティ・ハラスメント

（妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント）

セクシャル・ハラスメント

配偶者等からの暴力

（DV…ドメスティック・バイオレンス）

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（DV防止法）

デートDV（交際相手からの暴力）

性的マイノリティ（LGBTなど）

幸手市男女共同参画を推進する条例

幸手市男女共同参画プラン

幸手市女と男の情報紙「モア」

女と男の共生セミナー

男女共同参画週間記念パネル展

DV相談

パープルリボンキャンペーン

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 
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（３）男女の地位の平等感 

 男女の地位の平等感について、平成２６年調査では、「学校教育の場で」の項目で「平等になっている」

と回答した割合が最も高くなっているのに対し、令和元年調査では、「家庭生活で」の項目で「平等にな

っている」と回答した割合が高くなっています。一方、「社会通念・慣習・しきたりなどで」、「社会全体

の中で」の項目において「平等になっていない」の回答が占める割合が高くなっています。 

 

■男女の地位の平等感（H26：n=463 R1：n=481） 

 （あなたは、各項目において、男女の地位は平等になっていると思いますか。） 

  
22.9

40.9

36.6
21.1

7.6
20.9

20.7
10.7

44.5
60.9

23.8
18.9

17.8
32.6

19.8
12.3

5.1
17.2

9.7
5.3

10.2
32.6

19.9
13.6

2.1

16.3

7.0

2.1

4.7
10.7

6.6

4.5

41.5
29.3

21.6
38.4

47.9
44.2

31.7
41.2

14.0
13.0

18.5
20.2

25.0
23.3

24.7
25.5

50.8
47.4

48.5
50.2

36.0
29.3

32.7
39.7

55.5
46.0

51.1
57.2

51.3
41.4

46.3
53.9

30.1
26.0

34.8
33.9

29.2
21.4

32.6
26.3

25.4
19.5

24.7
27.2

43.6
33.0

33.0
37.9

29.2
23.7

25.6
25.1

34.7
26.0

31.4
25.2

28.8
26.0

27.8
28.0

33.9
39.5

34.4
30.0

1.3

3.3

4.8

3.7

12.3
11.6

10.1
16.5

8.9

4.2
28.6
29.2

8.1
8.8

18.9
20.6

10.2
9.8

12.3
16.9

13.6
10.7

12.8
18.2

9.7
10.2

11.0
10.3

5.9
7.0

10.1
9.5

4.2
0.5

2.2
2.9

3.0
1.9

4.8
5.3

7.2
2.3

4.4
4.5

5.5
2.3

3.5
3.7

4.7
1.9

4.0
2.5

5.5
1.4

3.1
3.3

3.8
1.4

3.1
2.5

4.2
1.4

2.6
2.1

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

女性
男性

平等になっている 平等になっていない どちらともいえない わからない 無回答

◆家庭生活で

◆職場で

◆学校教育の場で

◆自治会等の地域活動の場で

◆政治の場で

◆法律や制度の上で

◆社会通念・慣習・しきたりなどで

◆社会全体の中で

H26

R1

H26

R1

H26

R1

H26

R1

H26

R1

H26

R1

H26

R1

H26

R1

(%)

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査（H26、R1） 
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（４）固定的役割分担意識 

 固定的性別役割分担意識について、「同感しない」という否定的な回答が４６．６％で最も多く、平成

２６（２０１４）年の調査から、全体では０．４ポイント増加していますが、前回調査と比較してあま

り変化はありません。 

 

■固定的性別役割分担意識（H26：n=463 R1：n=481） 

 （あなたは、「男は仕事、女は家庭」という考え方についてどう思いますか。） 

  

11.4
8.1

14.9

9.6
13.2

6.6

46.2
49.2

44.7
46.6 46.7 48.1

37.1
39.0

36.3
40.5

37.9

42.8

1.9 1.7 1.9 2.1 1.8 1.63.2 2.1 2.3
1.2 0.4 0.8

全体 女性 男性 全体 女性 男性

H26 R1

同感する 同感しない どちらともいえない わからない 無回答
(%)

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査（H26、R1） 
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（５）女性が職業をもつことについて 

 女性が職業をもつことについて、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」という回答割合

が３９．５％で最も高く、次いで「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら職業を続ける方がよ

い」という回答割合が３３．５％となっています。このことから、結婚や出産をしても仕事を継続しよ

うと考えている人や出産をしても数年後には再就職しようと考えている人が多いことがわかります。 

 

■女性が職業をもつことについて（n=481） 

 （一般的に女性が職業をもつことについて、あなたはどうお考えですか。） 

  

0.6

1.2

5.4

39.5

33.5

7.3

6.9

2.7

0.4

1.8

4.8

38.8

32.6

8.4

8.4

1.8

0.8

0.4

5.8

41.2

35.0

6.6

5.8

2.5

全体 女性 男性

女性は職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい

子どもができたら職業をやめ、

大きくなったら職業を続ける方がよい

特に考えはない

その他

無回答

     (%) 

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 
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（６）「男女共同参画社会」を実現するために 

 「男女共同参画社会」の実現のために必要な取組みについて、「高齢者や障がいのある人の介護制度の

充実」が５２．２%で最も高く、次いで「暴力を受けた場合のシェルター（避難所）の設置」が４９．５％、

「保育所・学童保育室の充実」が４６．４％で高くなっています。 

 このことから、子育てや介護支援制度の充実や DV被害者に対する迅速な対応が求められていることが

わかります。 

  

■「男女共同参画社会」を実現するために必要な取組み（n=481） 

 （「男女共同参画社会」を実現していくために、幸手市では、どのようなことに力を入れたらよいと思いますか。） 

  

  16.2

19.1

37.6

49.5

46.4

16.4

38.5

35.6

52.2

12.5

23.1

31.6

18.5

24.7

21.2

20.8

18.1

3.3

女性対象の講座

男性対象の講座

「DV被害者等に対する相談」の充実やDV防止の啓発

暴力を受けた場合のシェルター（避難所）の設置

保育所・学童保育室の充実

市の講座など参加する際の託児の充実

家庭における子育て支援の充実

男女共同参画の視点に立った教育の推進

高齢者や障がいのある人の介護制度の充実

女性の健康増進に向けた取り組みの充実

女性の起業や就職支援の充実

男女共同参画の視点に立った政策等の立案・決定

政策等の立案・決定に参加できる女性人材の育成

ワーク・ライフ・バランスの推進

職業訓練・職業相談

人権の尊重や女性問題の啓発事業

性的少数者（LGBTなど）に関する啓発や相談体制の充実

その他

     (%) 

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 



 

 

 

 

 

 

 

第３章           

 

プランの基本的な考え方 
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全ての男女の人権が尊重され、個人としての能力を発揮して自主的に行動できる 

 

１ 基本理念 

 本市の現状について、少子高齢社会の進展、労働力人口の減少など私たちを取り巻く社会情勢が急速

に変動していく中で、市におきましても、男女が互いに人権を尊重しあい、個性と能力を発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現をめざした取り組みが求められます。 

 また、性別による差別がなくそれぞれの個性と能力を発揮できる男女共同参画社会を実現するために

は、市民一人ひとりが男女平等意識を持ち、互いを尊重することができるようになる環境づくりが必要

です。 

そのため、本市の現状、市民意識調査の結果、これまでの取り組み状況から出された課題などを踏ま

え、男女共同参画社会の実現に向け、各種施策事業を展開していくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 男女が個人としての尊厳を重んじられること。 

 ２ 男女が直接的であるか間接的であるかを問わず、性別による差別的な取扱いを受けないこと。 

 ３ 男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること。 

 ４ セクシャル・ハラスメント及びドメスティック・バイオレンスその他の性別による暴力が根絶されるこ

と。 

 ５ 男女が家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野において、性別による固定的な役割分担意

識に基づいた社会の制度又は慣行によってその活動が制限されることなく、自らの意思及び責任によ

り多様な生き方が選択できること。特に女性活躍の推進が図られること。 

 ６ 男女が社会の対等な構成員として、市の政策又は事業者における方針の立案及び決定に参画する機会

が確保されること。 

 ７ 家族を構成する男女が、互いの協力及び社会の支援の下に、子育て、介護その他の家庭生活における活

動及び就業、就学その他の社会生活における活動が円滑に行われること。 

 ８ 妊娠、出産その他の性と生殖に関する事項について、男女の相互の意思が尊重されること及び生涯にわ

たり男女が健康な生活を営むことについて配慮されること。 

 ９ 国際社会における取組と密接な関係があるとの認識に立ち、国際的な協調の下に行われること。 

 

  

基本理念（条例第３条より） 
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２ 将来像 

 将来像は、基本理念を踏まえ、幸手市に関わる女性と男性が目指す方向を示すものです。本計画では、

性別にとらわれず、すべての人があらゆる分野で活躍できる社会の実現のため、以下の３つを将来像と

します。 

 

 ◇個人が尊重され、男女の人権が認められる社会 

 ◇男女がともに能力を発揮でき、多様な生き方の選択が可能な社会 

 ◇あらゆる場において、互いの考え方や生き方を認め合い、行動のできる社会 

 

 

３ 基本目標 

 この計画は、男女共同参画社会の実現を目指し、以下の４項目を基本目標とします。 

 

 Ⅰ 推進活動の充実と市民活動の支援 

 Ⅱ 男女共同参画社会形成への意識づくり 

    施策の柱６ 職業生活と家庭生活の両立支援 

    施策の柱７ 男女が取り組む子育て支援 

 Ⅲ 男女が共に社会参加できる環境づくり 

    施策の柱８ 女性の就労を支える環境整備 

    施策の柱９ 多様化する就労形態への支援 

 

              女性活躍推進法に基づく市町村推進計画としての位置付け 

 Ⅳ セクハラ・DV対策(配偶者等からの暴力の根絶に向けた社会づくり) 

     施策の柱 12 配偶者等に対する暴力の根絶と被害者への支援 

      ＤＶ防止法に基づく市町村基本計画としての位置付け 
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４ 施策の体系 

基本目標 施策の柱 施策の基本的方向 

Ⅰ 

推進活動の充実と 

市民活動の支援 

1 男女共同参画のための意識改革 

(1) 人権の尊重 

(2) 普及啓発事業の推進 

(3) 広報活動の充実 

2 
男女共同参画についての教育・

学習の充実 

(1) 男女共同参画の視点に立った学校教育 

(2) 誰もが参加しやすい生涯学習 

3 男性の家庭生活への参画 
(1) 家庭生活・教育に関する学習機会の提供 

(2) 子育てへの男性の参画促進 

Ⅱ 

男女共同参画社会形

成への意識づくり 

 

4 
地域社会における男女共同参画

の促進 

(1) 地域社会における男女共同参画の促進 

(2) 国際理解を深めるための啓発促進 

5 
男女共同参画の視点に立った 

防災対策の推進 
(1) 男女共同参画の視点に立った防災対策の推進 

6 職業生活と家庭生活の両立支援 
(1) 働きながらの子育てに対する支援 

(2) 働きながらの介護に対する支援 

7 男女が取り組む子育て支援 

(1) 幸手市子ども・子育て支援事業計画の推進 

(2) 生活的自立を促す子育て 

(3) 家族ぐるみでできる地域活動の充実 

Ⅲ 

男女が共に社会参加

できる環境づくり 

8 女性の就労を支える環境整備 
(1) 就業の場における男女平等の推進 

(2) 県・ハローワーク・商工会等関連機関との連携 

9 多様化する就労形態への支援 

(1) 女性の能力開化・権限付与の促進 

(2) あらゆる年代層への就労支援 

(3) 自営業に関わる女性の就労についての支援 

10 
政策方針の立案及び決定への参

画 

(1) 審議会委員への男女共同参画 

(2) 庁内体制の整備 

11 
誰もが心安らぎ住み続けられる

まち 

(1) 生涯にわたる健康づくり 

(2) 生活者の視点を生かしたまちづくり 

(3) 自立した暮らしの支援 

Ⅳ 

セクハラ・ＤＶ対策

(配偶者等からの暴力

の根絶に向けた社会

づくり) 

12 
配偶者等に対する暴力の根絶と

被害者への支援 

(1) ハラスメント等への対応 

(2) ドメスティック・バイオレンスに関する相談 

(3) 被害者支援体制の充実 

(4) 暴力の根絶に向けた啓発 
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５ 重点施策 

 計画を推進するにあたり、本市の課題や市民意識調査結果を踏まえ、より重点的な取組みが必要であ

ることから、次の６施策を本計画の重点施策とします。 

 

基本目標Ⅰ 推進活動の充実と市民活動の支援 

重点施策１ 男女共同参画のための意識改革 

       本市においては、性別による固定的な役割分担意識の解消を目指し、啓発を推進してき

ました。市民意識調査結果によると、性別役割分担意識に同感しない人は平成２６（２０

１４）年と比較して増加しています。引き続き、多様な媒体による情報提供や啓発活動を

推進します。 

 

                  

 

 

 

基本目標Ⅱ 男女共同参画社会形成への意識づくり 

重点施策２ 男女共同参画の視点に立った防災対策の推進 

       災害時には、男女共同参画の視点に立った防災対策の推進が重要視されており、防災分

野における女性の参画を拡大する必要があります。男女のニーズの違いを把握し、災害発

生時の対策の充実を図ります。 

 

  

 

 

 

重点施策３ 職業生活と家庭生活の両立支援 

       働き方が多様化する中で、安心して子育て・介護ができる社会の実現に向けて、社会全

体で支援することが必要です。市民意識調査結果からも「代替要員の確保など、育児休業・

介護休業制度を利用できる職場環境をつくること」についての回答割合が高く、本市では、

仕事と家庭の両立ができるよう、関連計画に基づいた支援サービスの充実を図ります。 

     

 

  

人権の尊重 

普及啓発事業の推進 

広報活動の充実 

（１） 

施策の基本的方向（２） 

（３） 

 

施策の基本的方向（１） 

 

 

男女共同参画の視点に立った防災対策の推進 

働きながらの子育てに対する支援 

働きながらの介護に対する支援 
施策の基本的方向 

（１） 

（２） 
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基本目標Ⅲ 男女が共に社会参加できる環境づくり 

重点施策４ 女性の就労を支える環境整備 

       女性が活躍できる就業環境の整備には、職場環境の改善や意識改革が必要です。本市で

は、関連法の周知や事業所等への啓発活動を推進します。 

     

       

 

 

 

重点施策５ 多様化する就労形態への支援 

       男女がともにワーク・ライフ・バランスを実現し、多様な働き方を選択できるよう、関

連法等の周知、学習機会・情報の提供、事業者・団体への支援を行います。 

 

                 

 

 

  

基本目標Ⅳ セクハラ・ＤＶ対策(配偶者等からの暴力の根絶に向けた社会づくり) 

重点施策６ 配偶者等に対する暴力の根絶と被害者への支援 

ＤＶは、重大な人権侵害行為であり、暴力の根絶を図ることは、男女共同参画社会を推

進するために重要な課題となります。本市では、相談体制の整備や自立支援の充実に向け

て、被害者の事情に応じた適切な対応を行います。 

 

          

 

 

  

  

就業の場における男女平等の推進 

県・ハローワーク・商工会等関連機関との連携 
施策の基本的方向 

（１） 

（２） 

女性の能力開化・権限付与の促進 

あらゆる年代層への就労支援 

自営業に関わる女性の就労についての支援 

（１） 

施策の基本的方向（２） 

（３） 

ハラスメント等への対応 

ドメスティック・バイオレンスに関する相談 

被害者支援体制の充実 

暴力の根絶に向けた啓発 

施策の基本的方向 

（１） 

（２） 

（３） 

（４） 



 

 

 

 

 

 

 

第４章           

 

施策の展開           
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基本目標Ⅰ 推進活動の充実と市民活動の支援 

現状と課題 

 男女が個人として尊重され、社会のあらゆる分野に主体的に参画していくためには、市民一人ひとり

の個性と能力を発揮することができるような生き方が尊重されなければなりません。 

 しかし、市民意識調査の結果から、「男は仕事、女は家庭」といった性別による役割分担意識は、全体

的には以前に比べて低くなっているものの、男女の地位が「平等でない」と考える市民の割合は高く、

特に「社会通念・慣習・しきたり」、「政治の場」、「社会全体の中」などで、高くなっていることがわか

りました。このような役割分担意識は、長い時間の中で形成されたものであり、すぐに改善されるもの

ではありません。女性と男性が生涯にわたり健康な生活を営むためには、市民一人ひとりが多様性を理

解し、人権尊重の重要性の認識を深めることができるよう、より一層市民への広報や啓発活動をしてい

くことが求められます。 

 地域における課題は、多様化・複雑化し、行政だけで解決できるものばかりではなくなっており、今

後は身近な生活上の課題に対する市民の地域・社会活動の協力が必要不可欠となっています。 

 

 

 

 

■性別役割分担意識 

 （あなたは、「男は仕事、女は家庭」という考え方についてどう思いますか。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.4

8.1

14.9

9.6

13.2

6.6

46.2
49.2

44.7
46.6 46.7

48.1

37.1
39.0

36.3

40.5
37.9

42.8

1.9 1.7 1.9 2.1 1.8 1.6
3.2 2.1 2.3 1.2 0.4 0.8

全体 女性 男性 全体 女性 男性

H26 R1

同感する 同感しない どちらともいえない わからない 無回答

（%）

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 

平成２６（２０１４）年：n=463 

令 和 元（２０１９）年：n=481 
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■男女の地位の平等感（n=481） 

 （あなたは、男女の地位は平等になっていると思いますか。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.5
36.6

21.1

15.4
20.7

10.7

21.0
23.8

18.9

15.8
19.8

12.3

7.3
9.7

5.3

16.3
19.9

13.6

4.4
7.0

2.1

5.4
6.6
4.5

30.0
21.6

38.4

36.2
31.7

41.2

19.1
18.5

20.2

24.9
24.7

25.5

48.9
48.5

50.2

36.1
32.7

39.7

53.8
51.1

57.2

49.7
46.3
53.9

33.8
34.8
33.9

28.9
32.6

26.3

25.8
24.7

27.2

35.1
33.0

37.9

25.4
25.6

25.1

28.0
31.4

25.2

27.2
27.8
28.0

32.0
34.4

30.0

4.6
4.8
3.7

13.7
10.1

16.5

28.9
28.6
29.2

19.8
18.9
20.6

14.6
12.3
16.9

15.7
12.8

18.2

11.0
11.0
10.3

10.0
10.1
9.5

3.1
2.2
2.9

5.8
4.8
5.3

5.2
4.4
4.5

4.4
3.5
3.7

4.0
4.0

2.5

4.0
3.1
3.3

3.5

3.1
2.5

2.9
2.6

2.1

家庭生活で
全体
女性
男性

職場で
全体
女性
男性

学校教育で
全体
女性
男性

自治会等の地域活動の場で
全体
女性
男性

政治の場で
全体
女性
男性

法律や制度の上で
全体
女性
男性

社会通念・慣習・しきたりなどで
全体
女性
男性

社会全体の中で
全体
女性
男性

平等になっている 平等になっていない どちらともいえない わからない 無回答

(%) 

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 
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施策の柱１ 男女共同参画のための意識改革 

施策の基本的方向（１）人権の尊重 

   女性も男性も性別に関わりなく、自らの意思によりあらゆる分野において個性や能力を発揮し参

画できる社会づくりを進めるためには、個人の人格が尊重されるとともに、誰もが差別を受けるこ

となく平等に暮らせるようにする必要があります。 

   すべての人が互いに十分理解し合い、自己に対する尊厳を持ち、意識を高められるようにするた

め、積極的に啓発活動を行います。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①人権意識の高揚 １ 幸手市人権教育推進協議会を開催する 社会教育課 

 

施策の基本的方向（２）普及啓発事業の推進 

   男女共同参画社会を実現するためには、市民一人ひとりの男女平等意識の醸成に取り組み、定着

させるための啓発活動を積極的に展開することが求められます。 

   そのため、引き続き、男女平等意識の定着と男女共同参画社会の実現を図るため、男女共同参画

に関する講座や男女共同参画週間における啓発活動を推進します。 

 

施策区分 施策Ｎо． 施策 担当課 

①あらゆる機会を活

用した啓発活動 
２ 

市役所等の施設を利用した男女共同参画の啓

発活動を実施する 

人権推進課 

②講演会等の充実 
３ 

女と男の共生セミナーを開催し、人権尊重の視

点にたった男女共同参画に関する意識啓発を

図る 

４ 生涯学習の充実 社会教育課 
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施策の基本的方向（３）広報活動の充実 

   近年、情報化がますます進展し、新聞・雑誌・テレビ・インターネットなどのメディアによる情

報が人々に大きな影響を与えています。 

   本市では、引き続き、性別による固定的な役割分担意識や偏見の解消に向けて、多様な媒体によ

る情報提供を推進します。 

 

■幸手市女
ひと

と男
ひと

の情報紙「モア」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策区分 施策Ｎо． 施策 担当課 

①男女共同参画の視

点に立った広報等の

充実 

５ 
ホームページや広報紙などの媒体を活用し、男

女共同参画に関する情報提供を行う 
人権推進課 

６ 
情報紙などの紙媒体を活用し、各年代の市民を

対象に男女共同参画に関する情報提供を行う 
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施策の柱２ 男女共同参画についての教育・学習の充実 

施策の基本的方向（１）男女共同参画の視点に立った学校教育 

   男女共同参画社会の実現のためには、女性も男性も積極的に男女共同参画の意義を理解すること

が不可欠です。学校教育は、男女共同参画の意識を育てる重要な場であり、性別にかかわりなく、

一人一人の個性と能力を伸ばす教育を行います。 

   また、教職員が正しい知識を持って、次代を担う子どもたちの教育に当たることができるよう、

研修を充実します。 

    

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①男女共同参画の実

現を目指す教育の推

進 

７ 校内研修の充実 

指導課 

８ 「性に関する教育」の研修の充実 

②教育活動全体を通

した組織的な指導の

推進 

９ 
男女平等の視点からの教育活動の全体の見直

し 

１０ 年間指導計画への反映 

１１ 男女混合名簿の継続 

１２ 男女平等の視点に立った進路指導 

１３ 進路指導に関する教職員研修の充実 

 

施策の基本的方向（２）誰もが参加しやすい生涯学習 

   主体的に進路を選択する能力・意識等を身につけるためには、生涯学習における学習機会の充実

を図り、誰でもいつでも気軽に学習できる機会を持つことが必要です。そのため、本市では一時保

育の推進や参加しやすい講座を充実し、多様な学習機会を提供します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

① 保育等の支援体

制の充実 

１４ 一時保育の推進 こども支援課 

１５ 保育付き講座の検討 関係課 

② 参加しやすい講

座の充実 
１６ 男女がともに参加しやすい講座の充実 

社会教育課 

関係課 
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施策の柱３ 男性の家庭生活への参画 

施策の基本的方向（１）家庭生活・教育に関する学習機会の提供 

   男性の家庭生活への参画を進めていくためには、家族間のコミュニケーションをよく図り、家事

などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくす必要があります。そのため、男性が参加し

やすい講座を開催し、男性の家事・育児・介護に関する学習機会を提供します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①男性への家庭責任

に対する意識啓発 
１７ 

社会教育施設で活動する自主グループの育成

のため、必要に応じて助言等による支援を行う 

社会教育課 ②家庭で楽しみなが

ら取り組める行事の

充実 

１８ 父と子で取り組むプログラムの検討 

 

施策の基本的方向（２）子育てへの男性の参画促進 

   市民意識調査の結果によると、子育てに関して、本市では女性が主体であることが分かります。

平成２６（２０１８）年調査時より女性主体ではないですが、まだまだ男性の子育てへの参画は十

分とはいえません。引き続き、男性が子育てに参加しやすい環境づくりに向けて、保育所等の情報

提供や啓発活動等に努めます。 

 

■子育てに関する役割分担（H26：ｎ=463 R1：n=481） 

 （あなたは、子育てについて、主に男性、女性のどちらが行っていますか。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

① 男性の育児参画

の促進 

１９ 保育所（園）、児童館の情報を提供する 

こども支援課 
２０ 

保育所（園）、児童館の情報機能を活用し、男

性の子育て参加の啓発を図る 

②両親学級等の充実 ２１ パパママ教室の拡充 健康増進課 

 

0.4

19.0

50.5

16.6
13.4

0.2

19.3

39.3

4.2

29.3

7.7

主として男性 共同で分担 主として女性 その他 該当しない 無回答

H26 R1

平成２６年調査では

項目なし

（％）

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査（H26、R1） 
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基本目標Ⅱ 男女共同参画社会形成への意識づくり 

現状と課題 

 現在、家庭生活の中で、家事・子育て・介護は主に女性が担っている状況にあります。また、市民意

識調査結果より、「仕事と家庭の両立に必要なこと」について「代替要員の確保など、育児休業・介護休

業制度を利用できる職場環境をつくること」が回答のほぼ５割を占めていることから、就業の継続を希

望する女性が仕事を続けられるような環境づくりは不可欠であり、男女がともに家事・子育て・介護を

担えるよう、意識改革を行う必要があります。 

 地域社会においては、男女(ＬＧＢＴなど性の多様性を含む)が互いの人権を尊重し、思いやりをもっ

て地域を担っていくことが求められています。男女共同参画の視点に立った啓発活動や防災対策、地域・

社会が協働して子育てを支援するまちづくりを進めることが、地域全体の活性化につながります。 

そのため、子育てに関する相談・支援サービスの充実をはじめ、家族で参加できる事業の実施を通じ

て、地域とのつながりをもつことにより心豊かな生活がおくれる環境づくりを行います。 

 

■家庭生活での役割分担（n=481） 

 （あなたの家庭は、主に男性、女性のどちらが行っていますか。） 

  

4.8

0.2

2.9

23.9

17.3

51.4

11.0

32.2

18.7

19.3

14.6

24.1

25.2

24.1

17.7

40.7

67.6

39.3

22.9

24.9

27.0

10.0

59.0

4.6

2.3
4.2

4.2

4.8

3.7

3.3

2.9

3.7

2.3

29.3

47.4

15.6

20.0

4.4

3.7

12.5

2.3

29.3

47.4

15.6

20.0

4.4

3.7

12.5

家事（炊事・洗濯・掃除など）

子育て（子どもの世話､しつけ､教育など）

介護（介護の必要な親の世話、病人の介護など）

地域の行事への参加

自治会・ＰＴＡ活動

生活費の確保

家計の管理

高額な商品や土地、家屋の購入の決定

主
と
し
て
男
性

共
同
で
分
担

主
と
し
て
女
性

そ
の
他

該
当
し
な
い

無
回
答

（％）

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 
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31.2

20.6

49.5

29.1

20.8

24.7

36.2

4.6

32.0

28.7

14.1

0.2

0.2

15.8

10.8

23.7

14.3

11.2

12.1

17.3

1.7

13.9

12.7

6.0

14.8

9.6

24.7

14.6

9.1

12.5

18.9

2.7

17.7

15.4

7.9

0.2

0.2

全体 女性 男性

給与等の男女間格差をなくすこと

年間労働時間を短縮すること

代替要員の確保など、育児休業・介護休業制度を利用できる

職場環境をつくること

育児や介護のために退職した職員を

もとの会社で再雇用する制度を導入すること

育児や休業中の賃金その他経済的給与を充実すること

地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実すること

在宅勤務やフレックスタイム制度、短時間勤務制度など、

柔軟な勤務制度を導入すること

職業上、必要な知識・技術等の職業訓練を充実させること

女性が働くことに対し、家族や周囲の理解と協力があること

男性が家事や育児を行うことに対し、職場や周囲の理解や協力があること

男性が家事や育児を行う能力・機会を高めること

その他

無回答

（％）

■仕事と家庭の両立に必要なこと（n=481） 

 （あなたは、男女がともに仕事と家庭の両立をしていくために、どのような条件が必要だと思いますか。） 

 

  

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 
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施策の柱４ 地域社会における男女共同参画の促進 

施策の基本的方向（１）地域社会における男女共同参画の促進 

   多様な生き方を認め合える社会にするために、性的マイノリティ(ＬＧＢＴなど)の理解を促進し、

性の多様性に関する啓発を行います。 

また、地域社会に参画することによって、男女がともに心豊かな生活が送れるよう、啓発活動や

リーダー育成講座を通じて、地域活動に積極的に参加できる環境づくりを行います。 

    

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①地域社会における

男女共同参画の促進 

２２ 
ＬＧＢＴを含む性の多様性を尊重した啓発活

動の実施 
人権推進課 

２３ 
自治会・ＰＴＡ等地域活動における男女共同参

画を促進するための啓発 
関係課 

②女性リーダーの育

成 

２４ 自治会活動等地域活動でのリーダーの養成 関係課 

２５ 
女と男の共生セミナー等でのリーダー育成講

座の開催 
人権推進課 

２６ 社会教育活動でのリーダーの養成 社会教育課 

 

施策の基本的方向（２）国際理解を深めるための啓発促進 

   市内在住の外国人は年々増加しており、関係機関等と連携して市民の国際社会に対する認識や理

解を深めることが必要です。 

市国際交流活動への支援や市ホームページを活用して多言語による情報提供を行うなど、多文化

共生社会の実現に向けて、外国人に対する生活支援を推進します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①国際交流活動の推

進 
２７ 国際交流活動への支援 市民協働課 

②外国人が暮らしや

すいまちづくり 

２８ 多言語による情報提供 秘書課 

２９ 日本語教室への支援 市民協働課 
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施策の柱５ 男女共同参画の視点に立った防災対策の推進 

施策の基本的方向（１）男女共同参画の視点に立った防災対策の推進 

   災害時には、男女共同参画の視点に立った防災対策の推進が重要視されています。平成２３（２

０１１）年３月の東日本大震災では、救援・復興の担い手として、多くの女性が活躍しています。 

   本市においては、男女共同参画の視点を取り入れた防災に係る意識啓発を通して、避難所におけ

る男女のニーズの違いを把握しながら、防災分野における女性の参画を拡大し、災害発生時の対策

の充実を図ります。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①防災分野における

男女共同参画の意識

啓発 

３０ 
男女の視点を取り入れた防災対策に係る意識

啓発を行う 

危機管理防災課 
②防災分野における

女性の参画拡大 

３１ 自主防災組織活動への女性の参画拡大 

３２ 消防団員への女性の登用 

③男女共同参画の視

点に立った災害時の

対応 

３３ 
男女のニーズの違いや女性への配慮をした防

災対策の実施 

 

■防災・災害復興対策で性別に配慮すべきこと（n=481） 

 （防災・災害復興対策で性別に配慮して取り組むべきことは何だと思いますか。） 

  

78.4

50.7

47.4

27.9

28.5

20.2

21.4

1.9

1.2

避難所の設備

乳幼児、高齢者、障がい者、病人、女性に対する備えや

ニーズの把握、支給する際の配慮

災害時の救援医療体制

（診察・治療体制、妊産婦をサポートする保健師・助産師の配置）

避難所運営の責任者に女性が配置され

被災者対策に女性の視点が入ること

対策本部に女性が配置され、対策に女性の視点が入ること

防災計画、復興計画策定過程、防災会議に女性が参画すること

被災者に対する相談体制

特にない

その他

（％）

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 
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施策の柱６ 職業生活と家庭生活の両立支援 

施策の基本的方向（１）働きながらの子育てに対する支援 

   多様なライフスタイルに対応し、安心して子育てができる社会の実現に向けて、社会全体で子育

てを支援することが必要です。 

   そのため、多様な働き方に応じた子育て支援サービスの充実を図ります。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①多様なニーズに応

える保育 

３４ 延長保育の推進 

こども支援課 

３５ 民間保育施設に対する活動支援 

３６ 病児保育の実施 

②人材の確保と施設

の充実 

３７ 人材の育成・確保 

３８ 保育施設の充実 

③放課後児童クラブ

の推進 

３９ 活動の場の確保 

４０ 事業内容の充実 

④職業生活と家庭生

活との両立の推進 
４１ 仕事と子育ての両立の推進 

 

施策の基本的方向（２）働きながらの介護に対する支援 

   高齢者、障がい者（児）の家族及び介護者等の家庭と仕事の両立ができるよう、幸手市高齢者福

祉計画・介護保険事業計画や幸手市障がい者基本計画・障がい福祉計画、障がい児福祉計画に基づ

いた支援サービスの充実など、支援施策を積極的に推進します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①利用しやすいサー

ビス体制の実施 ４２ 
保険、福祉、保健サービスのＰＲ活動及び内容

の充実 

社会福祉課 

健康増進課 

介護福祉課 

②仕事を持つ人にも

利用しやすいサービ

ス体制の充実 

４３ 

認知症になっても本人の意志が尊重され、でき

る限り住み慣れた地域の良い環境で暮らし続

けるための支援を行う 

介護福祉課 
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施策の柱７ 男女が取り組む子育て支援 

施策の基本的方向（１）幸手市子ども・子育て支援事業計画の推進 

   安心して子育てができるとともに、子どもがいきいきと育つよう、「幸手市子ども・子育て支援事

業計画」に基づき、子育て世代への支援を充実し、地域や社会全体で子育てをする環境整備を推進

します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①子どもの健やかな

成長を実現するまち

づくり 

４４ 幼児期の教育・保育の充実 

こども支援課 

４５ 子どもの健全育成 

４６ 支援が必要な子どもへの取組み 

４７ 安心・安全な環境の整備 

②安心して子どもを

産み育てられるまち

づくり 

４８ 子育て相談・情報提供の充実 

４９ 多様な子育て支援サービスの充実 

５０ 経済的支援の充実 

５１ 
子どもの心身の健やかな成長に資する教育環

境の整備 
社会教育課 

５２ 子どもや保護者、養育者の健康の確保 健康増進課 

③地域、社会が協働

して子育てを支援す

るまちづくり 

５３ 
仕事と子育ての両立支援（ワーク・ライフ・バ

ランス） こども支援課 

５４ 地域における子育て支援 

 

施策の基本的方向（２）生活的自立を促す子育て 

   家庭生活での男女共同参画を推進していくためには、市民一人一人の積極的な参画が必要である

と考えられることから、男女がともに子育てや家事等を担えるような学習機会を提供します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①生活的に自立でき

る力をつける学習環

境づくり 

５５ 体験活動・学習機会等の提供 社会教育課 

 

  



38 

施策の基本的方向（３）家族ぐるみでできる地域活動の充実 

   社会全体で子育てを支援するためには、地域の協力はもちろん、行政においても支援体制を確立

しなければなりません。そのため、家族で参加できる事業の実施をはじめ、子育て支援ネットワー

クの充実に努めます。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①家族参加型事業の

充実 
５６ 家族で参加できる事業の実施 社会教育課 

②子育て支援ネット

ワークの充実 
５７ 子育て支援組織の育成 こども支援課 
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基本目標Ⅲ 男女が共に社会参加できる環境づくり 

現状と課題 

 男女共同参画の推進には、男女がその生き方に自信と誇りを持ち、性別に関わらず個性と能力を発揮

することにより、職場・家庭・地域等のあらゆる場面において、活躍できる環境づくりが重要です。 

 国においても「男女雇用機会均等法」や「育児・介護休業法」などの法制面の整備が進められてきま

したが、まだまだ働く場において十分に女性の力が発揮できているとは言えない状況です。そのため、

国では、働く場面で活躍したいという希望を持つすべての女性が、その個性と能力を十分に発揮できる

社会を実現するために、「女性活躍推進法」が制定されました。さらに令和元（２０１９）年の法改正に

より、国・地方公共団体、３０１人以上（令和４（２０２２）年４月１日から１０１人以上）の企業に

対し、①自社の女性の活躍に関する状況把握、課題分析、②状況把握、課題分析を踏まえ、計画期間、

数値目標、取組内容、取組の実施期間を盛り込んだ行動計画の策定、策定・変更した行動計画の全ての

労働者への周知及び外部への公表、③行動計画を策定した旨の都道府県労働局への届出、④女性の活躍

に関する情報の公表が義務付けられました。 

 市民意識調査結果において、女性が仕事をもつことについて調査をしたところ、「子どもができても、

ずっと職業を続ける方がよい」と「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方が

よい」の２項目が回答割合を大きく占めています。また、女性が再就職するために必要なことを調査し

たところ、「子どもや介護を必要とする人などを預かってくれる施設の充実」、「家族の理解や家事・育児

などへの参加」、「企業経営者や職場の理解」において「とても重要」とする人の回答割合が過半数とな

ったことから、女性が働き続けやすい職場づくりや再就職支援等が求められています。 

 そのため、自営業の分野においても、女性の経営参画などにより能力を発揮することができるよう支

援を行います。また、引き続き、出産等で離職した女性の再就職支援を行うとともに、相談体制や情報

提供等を充実・推進していきます。 
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■女性が職業をもつことについて（n=481） 

 （一般的に女性が職業をもつことについて、あなたはどうお考えですか。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■女性の再就職のために必要なこと（n=481） 

 （あなたが、女性が結婚や出産のために退職し、その後再就職するためには、どのようなことが重要だと思いますか。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.4

1.8

4.8

38.8

32.6

8.4

8.4

1.8

0.8

0.4

5.8

41.2

35.0

6.6

5.8

2.5

女性は職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業を

もつ方がよい

特に考えはない

その他

無回答

女性 男性

（％）

53.4

55.5

23.7

16.2

51.1

44.1

49.7

38.9

36.4

55.1

49.1

37.8

43.9

39.5

1.5

1.5

13.7

26.0

3.7

4.4

4.0

0.2

0.4

0.6

1.7

0.4

6.0

6.2

6.7

7.1

7.3

7.7

6.4

家族の理解や家事・育児などへの参加

子どもや介護を必要とする人などを預かってくれる施設の

充実

就職情報や職業紹介などの相談機関の充実

技能習得のための職業訓練の充実

企業経営者や職場の理解

企業が再就職を希望する人を雇用する制度の充実

フレックスタイム制度、短時間勤務制度の導入や介護休業

などの制度の充実

とても重要 重要 あまり重要でない まったく重要でない 無回答

（％）

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 
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施策の柱８ 女性の就労を支える環境整備 

施策の基本的方向（１）就業の場における男女平等の推進 

   女性が活躍できる就業環境を整えるためには、職場環境の改善や意識改革を進める必要がありま

す。市民意識調査の結果では、職場における男女の平等感について、平成２６（２０１４）年の調

査から「平等になっていない」と感じる人は男女ともに減少しています。 

   本市では、市民意識調査結果を踏まえ、労働に関する法制度について周知し、事業所において男

女がともに能力を発揮できるよう働きやすい職場環境づくりを促進します。 

 

■職場における男女の平等感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①雇用の平等などの

推進 
５８ 

市広報等を活用し、「改正男女雇用機会均等

法」等関連法の周知を行う 
商工観光課 

②市内事業所等への

啓発 

５９ 啓発冊子の作成を検討する 

６０ 労働講座を実施する 

 

 

施策の基本的方向（２）県・ハローワーク・商工会等関連機関との連携 

   就労に関する情報の提供は、男女が平等に雇用されるためにも重要なものです。そのためにも、

本市では引き続き、県・ハローワーク・商工会等の関連機関と連携し、相談体制の整備や情報の提

供を推進します。 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①関係機関との連携 
６１ 相談機能を利用する 

商工観光課 
６２ 情報の収集・提供を行う 

 

7.6

20.9

20.7

10.7

47.9

44.2

31.7

41.2

29.2

21.4

32.6

26.3

12.3

11.6

10.1

16.5

3.0

1.9

4.8

5.3

女性

男性

女性

男性

平等になっている 平等になっていない どちらともいえない わからない 無回答

Ｒ1

Ｈ26

（％）

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査（H26、R1） 
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施策の柱９ 多様化する就労形態への支援 

施策の基本的方向（１）女性の能力開化・権限付与の促進 

   近年、価値観やライフスタイルの変化により、これまで従事していなかったさまざまな分野に女

性が進出するなど、就労状況は大きく変化しています。 

   多様な生き方・働き方が選択できる社会において、再就職、起業等を目指す女性に対し、自らの

能力を発揮した働き方が実現できるよう、女性が活躍できる環境づくりを支援します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①職業能力の向上 ６３ 能力開発支援制度を周知する 

商工観光課 ②女性の能力開化・

権限付与の促進 
６４ 

働く女性の能力開化・権限付与のために必

要な知識等の理解を促進する 

 

施策の基本的方向（２）あらゆる年代層への就労支援 

   本市では、平成２９（２０１７）年２月に国と市が地域住民の就職促進と利便性向上を目的に共

同運営する「幸手市ふるさとハローワーク」を設置し、相談員による職業相談・紹介や求人検索な

ど、求人・求職についてはハローワークと同様の機能を果たすことが出来るようになっています。

引き続き、労働関係法令の周知や就労についての相談体制の充実に努めます。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①パートタイム労働

者の労働環境整備促

進 

６５ 企業等への労働関係法令の周知を行う 

商工観光課 
②女性が働くための

情報並びに学習機会

の提供 

６６ 
ふるさとハローワークによる相談窓口を充

実させる 

６７ 内職相談を充実させる 

６８ 就職支援セミナーを実施する 
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施策の基本的方向（３）自営業に関わる女性の就労についての支援 

   近年では、働き方が多様化し、小さなオフィスや自宅を仕事場とする「ＳＯＨＯ」というワーク

スタイルが広まりつつあります。女性の意欲と能力を生かすため、新しい働き方の情報の提供は必

要です。このことから、農業や自営業の分野において、団体への支援・啓発を行い、女性の労働負

担を軽減して働きやすい就業環境づくりを推進します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①新しい就労形態に

関する情報提供 
６９ 

ＳＯＨＯ等の新しい働き方の情報の収集・

提供を行う 
商工観光課 

②団体の育成支援 

７０ 農業・商工業団体への支援を行う 
商工観光課 

農業振興課 

７１ 農産物加工品等への生産・販売を促進する 
商工観光課 

農業振興課 
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施策の柱１０ 政策方針の立案及び決定への参画 

施策の基本的方向（１）審議会委員への男女共同参画 

   市の施策・方針決定の場に男女の多様な視点からの意見が十分に反映されることは、男女共同参

画社会の形成に向けて重要です。本市では、第４次幸手市男女共同参画プランにおいて、「平成 33

（令和３）年度までに市審議会等の女性の登用率を３５％にする」という目標を設定し、取組を進

めていました。しかしながら、現状での女性登用率は３０．２％であり、目標を達成していませ

ん。引き続き、市の審議会等への女性の参画を促進します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①市の審議会等への

女性の参画促進 
７２ 審議会等の委員選定基準の設置及び遵守 

政策課 

関係各課 

②女性委員の登用 ７３ 公募制を導入する 関係各課 
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■主な市審議会等の女性登用率 

審議会等名 
委員総数

（人） 

うち 

女性委員数 

女性の割合

（％） 

幸手駅西口土地区画整理審議会 10 0 0.0 

幸手市介護保険運営協議会 15 7 46.7 

幸手市行政不服審査会 3 1 33.3 

幸手市健康づくり推進会議 17 12 70.6 

幸手市公民館運営審議会 15 7 46.7 

幸手市公務災害補償等認定委員会 5 2 40.0 

幸手市国民健康保険運営協議会 18 5 27.8 

幸手市児童福祉審議会 10 4 40.0 

幸手市社会教育委員会議 10 4 40.0 

幸手市障害支援区分判定審査会 5 1 20.0 

幸手市障がい者基本計画・障がい福祉計画検討会議 13 7 53.8 

幸手市情報公開・個人情報保護運営審議会 7 1 14.3 

幸手市情報公開・個人情報保護審査会 3 1 33.3 

幸手市スポーツ推進委員連絡協議会 21 4 19.0 

幸手市青少年問題協議会 16 3 18.8 

幸手市男女共同参画推進協議会 9 6 66.7 

幸手市地域福祉計画策定委員会 15 6 40.0 

幸手市地域福祉計画推進委員会 9 3 33.3 

幸手市都市計画審議会 10 2 20.0 

幸手市農業振興協議会 15 2 13.3 

幸手市文化財保護審議会 10 2 20.0 

幸手市防災会議 33 2 6.1 

幸手市放置自転車等対策審議会 15 2 13.3 

幸手市民生委員推薦会 13 1 7.7 

幸手市予防接種健康被害調査委員会 3 0 0.0 

幸手市立図書館協議会 10 6 60.0 

平均 12 3.5 30.2 

（令和２年４月１日現在） 
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施策の基本的方向（２）庁内体制の整備 

   男女共同参画社会を形成するためには、まず市が率先して女性の参画の推進に努めなければなり

ません。女性管理職の登用率は平成２８（２０１６）年から年々上昇しています。そのため、引き

続き、市職員を対象とした研修の充実や女性職員の管理職等への登用を促進します。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①男女共同参画の視

点を入れた研修 

７４ 新規採用職員の研修 
人権推進課 

７５ 男女共同参画推進のための研修を実施する 

②職域の拡大と能力

開発 

７６ 女性職員の職域拡大を図る 

庶務課 
７７ 女性職員の各種研修会への参加を促進する 

③女性職員の管理職

等への登用促進 
７８ 女性職員の管理職等への積極的登用 

 

■市職員の管理職人数および女性管理職の登用率 
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施策の柱１１ 誰もが心安らぎ住み続けられるまち 

施策の基本的方向（１）生涯にわたる健康づくり 

   男女が能力や意欲を発揮しながら社会参画し、充実した生活ができるよう、心身の健康面での支

援を進める必要があります。特に、女性の社会進出が進む中で、妊娠・出産時における健康問題や

性差に基づく支援体制の充実が求められており、長期的、かつ総合的な支援を行います。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①健康日本２１幸手

計画の推進 
７９ 

健康日本２１幸手計画に基づいた事業の実

施及び進捗管理を行う 

健康増進課 

②各種検診等の充実 ８０ 受診しやすい環境を形成する 

③健康相談・健康教

育の充実 
８１ 

健康相談・健康教育の充実のため、健康に

関する相談を実施する 

④家庭訪問指導の充

実 
８２ 

子育て総合窓口で周知し、乳児全戸訪問を

実施する 

⑤男女共同参画の視

点に立った自殺対策

の推進 

８３ 自殺対策計画を推進する 

⑥広報等でのＰＲの

実施 
８４ 

広報紙で育児に関する情報や健康日本２１

計画に基づき健康に関する記事を掲載する 

 

施策の基本的方向（２）生活者の視点を生かしたまちづくり 

   あらゆる世代の男女が、安心して暮らせるよう、男女共同参画の視点に立った公共施設等の整

備・充実をはじめ、災害が発生した場合に備えて女性の視点に立った予防対策等の推進を行いま

す。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①誰にもやさしいま

ちづくり 
８５ ユニバーサルデザインを推進する 

まちづくり事業課 

道路河川課 

建築指導課 

②安心して暮らせる

まちづくり 

８６ 災害予防対策を充実させる 

危機管理防災課 ８７ 災害応急対策を充実させる 

８８ 災害防止活動を充実させる 

③住環境の充実 
８９ 住宅の供給促進を図る 

建築指導課 
９０ 公営住宅入居を促進する 
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施策の基本的方向（３）自立した暮らしの支援 

   男女がともに自立し心豊かな生活が送れるよう、関連制度の理解促進や各種活動等の支援を通じ

て、安心して暮らせる環境づくりを行います。 

 

施策区分 施策Ｎｏ． 施策 担当課 

①年金制度の理解促

進 
９１ 年金制度の周知を図る 保険年金課 

②豊かな高齢期への

支援 

９２ シルバー人材センターと連携した就労支援 
介護福祉課 

９３ 老人クラブ活動支援 

９４ 生涯学習の推進 

社会教育課 ９５ スポーツ活動の推進 

９６ 「さって市民生きがい教授」への登録 

③地域福祉の充実 
９７ 民生・児童委員活動への支援 社会福祉課 

９８ ひとり親家庭等への支援 こども支援課 
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基本目標Ⅳ セクハラ・DV対策(配偶者等からの暴力の根絶に向けた社会づくり) 

現状と課題 

 近年、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）やストーカ－行為による被害や、ＳＮＳなどのインタ

ーネット上のツールを利用した性犯罪等の問題が深刻化しています。 

 特に、ＤＶは家庭内の問題として見過ごされやすく、被害が潜在化しやすい傾向にあります。また、

被害者のみならず、その子どもにも悪影響を与えます。そのため、性別による役割分担意識や慣行を固

定化し、男女共同参画社会の推進を阻害する原因の一つであるＤＶの根絶が求められます。 

 市民意識調査では、「どんな場合でも暴力である」という回答割合がすべての項目で過半数でしたが、

一方で、「何を言っても長期間無視し続ける」、「交友関係、電話、メール、郵便物を細かく監視する」の

2項目については、「暴力にあたらない」と考える人が約１割となりました。 

 本市では、引き続き、関係機関との連携を図り、相談・保護・自立支援の充実に向けて、きめ細かい

対応ができるよう努めます。 

 

■暴力と認識される行為（n=481） 

 （あなたは、次のような行為が配偶者（事実婚や別居中、離婚後も含む）・婚約者・交際相手など親密な関係の相手と

の間で行われた場合、それを暴力にあたると思いますか。） 

  

86.1

78.6

90.6

85.4

90.9

69.0

74.2

73.2

66.1

51.8

52.6

78.4

71.3

77.3

7.9

15.2

4.2

9.1

3.5

22.9

18.1

17.7

24.1

32.4

32.8

14.3

17.0

15.2

0.4

0.6

0.6

0.6

0.4

2.7

2.3

3.3

4.4

10.8

8.3

2.3

6.4

2.9

5.6

5.6

4.6

4.8

5.0

5.4

5.2

5.8

5.4

5.0

6.0

5.0

5.2

4.6

骨折させる

打ち身や切り傷などのケガをさせる

身体を傷つける可能性のあるものでなぐる、

突き飛ばしたり壁にたたきつけたりする

平手でぶつ、足でける

刃物などを突きつけて、おどす

なぐるふりをして、おどす

物を投げつける、ドアをけったり壁にものを投げておどす

大声でどなる、「役立たず」とか「能なし」などと言う

持ち物や大切にしているものをこわす

何を言っても長期間無視し続ける

交友関係、電話、メール、郵便物を細かく監視する

嫌がるのに性的な行為を強要する

見たくないのに、ポルノビデオやポルノ雑誌を見せる

必要な生活費を渡さない仕事を無理やり止めさせて

経済的に弱い立場に立たせる

どんな場合でも暴力であると思う 暴力の場合とそうでない場合がある 暴力にあたるとは思わない 無回答

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 

（％） 
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■暴力と認識される行為（男女別） 

  

86.1

87.2

86.8

78.6

79.7

79.0

90.6

91.2

91.4

73.2

84.6

88.1

90.9

92.5

91.4

69.0

64.3

75.3

74.2

73.6

76.1

73.2

72.7

76.1

66.1

66.1

67.9

51.8

50.7

54.3

52.6

48.0

58.8

78.4

78.0

80.7

71.3

69.6

74.9

77.3

74.9

81.9

7.9

8.4

7.8

15.2

15.9

15.2

4.2

4.4

4.1

17.7

11.0

7.4

3.5

2.6

4.1

22.9

27.8

18.1

18.1

19.4

17.3

17.7

19.4

15.6

24.1

25.1

23.5

32.4

33.5

32.5

32.8

36.6

29.6

14.3

16.7

11.9

17.0

17.2

17.3

15.2

18.9

11.9

0.4

0.8
0.6

1.2
0.6

0.4

0.8

3.3

1.2
0.4

0.4

0.4
2.7

3.5

2.1
2.3

2.6

2.1
3.3

3.1

3.3
4.4

4.4

4.1

10.8

11.9

9.1

8.3

9.3

7.0

2.3

0.9

3.7

6.4

8.4 4.1

2.9

2.2

2.9

5.6

4.4

4.5

5.6
4.4

4.5

4.6

4.0

3.7

5.8

4.4

3.3

5.0

4.4

3.7

5.4

4.4

4.5

5.2

4.4
4.1

5.8

4.8

4.9

5.4

4.4

4.5

5.0
4.0

4.1

6.0

5.7

4.5

5.0

4.4

3.7

5.2

4.8

3.7

4.6

4.0

3.3

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

どんな場合でも暴力であると思う 暴力の場合とそうでない場合がある 暴力にあたるとは思わない 無回答

骨折させる

打ち身や切り傷などのケガをさせる

身体を傷つける可能性のあるものでなぐる、

突き飛ばしたり壁にたたきつけたりする

平手でぶつ、足でける

刃物などを突きつけて、おどす

なぐるふりをして、おどす

物を投げつける、

ドアをけったり壁にものを投げておどす

大声でどなる、

「役立たず」とか「脳なし」などと言う

持ち物や大切にしているものをこわす

何を言っても長期間無視し続ける

交友関係、電話、メール、郵便物を細かく監視する

嫌がるのに性的な行為を強要する

見たくないのに、ポルノビデオやポルノ雑誌を見せる

必要な生活費を渡さない、

仕事を無理やり辞めさせて経済的に弱い立場に立たせる

(%)

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 
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施策の柱１２ 配偶者等に対する暴力の根絶と被害者への支援 

施策の基本的方向（１）ハラスメント等への対応 

   男女間のあらゆる暴力は個人の問題にとどまらず、犯罪をも含む重大な人権侵害行為であり、そ

の対象、性別、間柄、公的、私的領域を問わず決して許されるべきことではありません。ハラスメ

ントについては、そうでないものとの境界線が非常に分かりづらいという問題点があります。「そん

なつもりはなかったのに、知らない間に加害者になっていた」という場合がないように、知識を身

につけておくことが必要です。 

   そのため、本市では、ハラスメントを認識し、未然に防ぐために、職員向けの研修や市民・事業

所向けに啓発活動を実施します。 

 

施策区分 施策Ｎо． 施策 担当課 

①苦情相談窓口の強

化 
９９ 

セクシャル・ハラスメント相談員を任命し、

苦情相談窓口の強化を図る 
庶務課 

②セクシャル・ハラ

スメントを未然に防

ぐ 

１００ 
庁内のセクシャル・ハラスメントを未然に

防ぐための研修会を計画的に実施する 
庶務課 

③ハラスメントを認

識するための啓発活

動 

１０１ ハラスメントを認識するための啓発をする 人権推進課 
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施策の基本的方向（２）ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）に関する相談 

   ＤＶ防止法において、国及び地方公共団体は、ＤＶを防止するとともに、被害者の自立を支援す

ることを含め、その適切な保護を図る責務を有すると規定されています。 

   市民意識調査によると、ＤＶの被害に対して必要な援助は、「身の安全を保障できる場所の提供」

が６６．５％で最も高い割合となりました。 

   本市では、ＤＶ問題が潜在化することのないよう、被害者にとって最も身近な行政機関として、

被害者の状況、緊急性を的確に把握し、関係機関と速やかに連携を図り、被害者の個々の事情に応

じた適切な支援を行います。 

 

■ＤＶ被害に対し、必要な援助（n=481） 

 （あなたは、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の被害に対し、どのような援助が必要だと感じますか。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策区分 施策Ｎо． 施策 担当課 

①ＤＶ関係機関と連

携し、必要な相談を

行う 

１０２ 
ＤＶ関係機関と情報交換を通じて、必要な

相談や指導を行う 
人権推進課 

 

  

48.6

64.0

63.4

56.8

39.3

21.6

66.5

40.3

43.2

36.2

2.1

1.9

経済的な自立に向けた支援を行うこと

相談窓口を増やし、相談窓口の情報を提供すること

家庭裁判所、弁護士、警察などの法的援助

医師、カウンセラーなどの医療・心理的援助

市役所などの公的機関での情報提供と支援

民間支援グループなどの援助

身の安全を保障できる場所（シェルター［避難所］など）の提供

被害者に対する周囲の理解と協力を得やすくすること

加害者への指導やカウンセリングを行うこと

お互いの人権を大切にする教育の充実

特にない

その他

（％）

資料：幸手市男女共同参画に関する市民意識調査 
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施策の基本的方向（３）被害者支援体制の充実 

   配偶者等からの暴力をなくすためには、被害者のための相談窓口の周知を図るとともに、庁内関

係部署との連携を図り、相談者を保護及び支援しやすい体制を充実させることが重要です。 

    ＤＶの被害は、子どもや高齢者等に及ぶ可能性もあるため、幅広い対応が円滑に行えるよう、被

害者等の支援に向けた連携を強化します。 

   

施策区分 施策Ｎо． 施策 担当課 

①ＤＶ被害者の保護 １０３ ＤＶ被害者の保護を実施する 人権推進課 

②ＤＶ被害者への支

援体制の構築 

１０４ 
ＤＶ被害者を円滑に支援するための体制を

構築する 人権推進課 

１０５ 相談担当職員の資質向上 

 

施策の基本的方向（４）暴力の根絶に向けた啓発 

   ＤＶには、身体的暴力だけではなく、精神的暴力、経済的暴力、性的暴力、子どもを利用した暴

力など、さまざまなかたちがあります。あらゆる男女間の暴力を「DVである」と認識し、市民一人

ひとりが問題意識を持つことができるよう、啓発活動を行います。 

 

施策区分 施策Ｎо． 施策 担当課 

①配偶者等からの暴

力の防止に向けた啓

発 

１０６ 
市役所等の施設を利用した男女共同参画の

啓発活動を実施する 人権推進課 

１０７ 若年者に対する予防啓発を推進する 

  

↑市役所ロビーにてパープルリボンキャンペーンを実施 
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第５章           

 

 プランの推進          
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本プランの総合的な推進を図るため、関係各課と連携をとりながら、男女共同参画の推進体制の強化

と施策の充実を図ります。そして、行政だけでなく、市民はもとより、広く市民団体や企業等を含めた

地域社会全体が、男女共同参画社会の形成の理念を認識し、あらゆる分野において実践活動していくこ

とが求められています。今後、策定した「幸手市男女共同参画プラン」及び「幸手市男女共同参画を推

進する条例」に基づき、市、市民、事業者とパートナーシップのもと男女共同参画社会の実現に向けて

積極的に取り組んでまいります。 

 

１ 市、市民、事業者の責務 

 男女共同参画を総合的、継続的に推進していくためには、市、市民、事業者の責務をそれぞれ明確に

し、互いに連携・協力しながら取り組みを展開することが必要です。 

そこで、「幸手市男女共同参画を推進する条例」の規定を踏まえ、それぞれの責務を計画に定めます。 

 

 

 

（１）男女共同参画の推進を主要な政策として位置付け、基本理念にのっとり、男女共同参画の推進

に関する基本的施策を総合的かつ計画的に実施すること 

（２）男女共同参画の推進にあたり、国、埼玉県及び他の地方公共団体との連携を図るとともに、市

民及び事業者と協働して取り組むこと 

（３）男女共同参画の推進に関する基本的施策を実施するために必要な体制を整備するとともに、財

政上の措置を講ずるように努めること 

 

 

 

（１）基本理念にのっとり、家庭、職場、学校、地域その他のあらゆる分野において、男女共同参画

の推進に努めること 

（２）市が実施する男女共同参画の推進に関する基本的施策に積極的に協力するように努めること 

 

 

 

（１）基本理念にのっとり、事業活動を行うにあたっては、男女共同参画の推進に取り組むとともに、

男女が協働して参画することができる体制の整備に努めること 

（２）市が実施する男女共同参画の推進に関する基本的施策に協力するように努めること 

 

  

市の責務 

市民の責務 

事業者の責務 
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２ 施策の推進 

 本市の男女共同参画の施策を総合的かつ継続的に推進するため、次の項目に取り組みます。 

 

（１）幸手市男女共同参画推進協議会の開催 

 幸手市男女共同参画推進協議会は、「幸手市男女共同参画を推進する条例」第１５条に基づき、男女

共同参画社会の実現に向けて必要な事項について調査・審議します。 

年次報告書に示された施策の実施状況、成果等に対する同協議会の意見を反映させていきます。 

 

（２）庁内推進体制等の整備・充実 

 男女共同参画社会を進める上で行政の果たす役割は大きく、すべての職員が男女共同参画社会の形成

をめざすという共通認識をもつことが必要です。各行政施策を推進する職員一人ひとりが男女共同参画

の必要性を認識し、率先して市民のモデルになっていくことが求められているため、職員への意識啓発

を積極的に進めていく必要があります。 

今後、市の施策を男女双方の視点から推進していくため、庁内の推進組織である「幸手市男女共同参

画庁内会議」を中心に、ポジティブ・アクションを講じるなど、庁内において男女共同参画施策を推進

していくように努めます。 

 

（３）市民・事業者との協働 

 男女共同参画社会の実現のためには、市民や事業者が、それぞれ男女共同参画に対する理解を深めて

いくことが大切です。そのため、市民や事業者と協働して「幸手市男女共同参画プラン」を推進してい

きます。 

 

（４）国・県等関係機関との連携 

 男女共同参画の推進にあたり、国及び埼玉県、他の地方公共団体と連携し、情報交換などを行い、課

題解決に取り組みます。 

 

（５）計画の進行管理 

 各施策の達成状況の把握や、各施策の企画・立案・実施にあたり、どの程度男女共同参画の視点に配

慮したかを確認し、男女共同参画の推進状況や施策の進捗状況について毎年度公表し、適切な進行管理

を行います。 
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資料編           
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１ 策定の経過 

  内   容 

令
和
元
年
度 

第２回男女共同参画推進協議会 

(令和元年10月29日) 

①幸手市男女共同参画プランとは 

②プラン策定スケジュールについて 

③市民意識調査について 

第３回男女共同参画推進協議会 

(令和元年12月3日) 

①諮問 

②意識調査案について 

③計画策定に関する内容の審議 

第４回男女共同参画推進協議会 

(令和2年2月25日) 

①意識調査速報結果 

②計画策定に関する内容の審議 

第１回男女共同参画庁内会議 

(令和2年3月18日) 

①意識調査結果 

②計画策定に関する内容の審議 

令
和
２
年
度 

第１回男女共同参画推進協議会 

(令和2年6月26日) 

①意識調査詳細結果 

②計画策定に関する内容の審議 

第１回男女共同参画庁内会議 

(令和2年8月21日) 
幸手市男女共同参画プラン素案について 

第２回男女共同参画推進協議会 

(令和2年9月17日) 
幸手市男女共同参画プラン素案について 

政策会議 

(令和2年10月23日) 
幸手市男女共同参画プラン素案について 

庁議 

(令和2年11月2日) 
幸手市男女共同参画プラン素案について 

第３回男女共同参画推進協議会 

(令和2年11月) 

①パブリックコメントの実施について 

②計画策定に関する内容の審議 

令和2年12月1日(火)～ 

令和3年1月5日(火)   
パブリックコメント実施 

第４回男女共同参画推進協議会 

(令和3年1月) 

①パブリックコメント結果報告 

②答申書の審議について 
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２ 幸手市男女共同参画推進協議会委員名簿 

  

任期：令和元年１０月１日から令和３年９月３０日 

（五十音順） 

 氏名 選出母体 備考 

１ 石井
いしい

 和子
かずこ

 団体からの推薦  

２ 大谷
おおたに

 晋
すすむ

 公募による市民 副会長 

３ 尾上
おのうえ

 和範
かずのり

 公簿による市民  

４ 菅原
すがわら

 幸恵
ゆきえ

 学識経験者  

５ 関口
せきぐち

 八重子
や え こ

 公募による市民  

６ 髙
たか

橋
はし

 周 一 郎
しゅういちろう

 公募による市民  

７ 永尾
ながお

 佑子
ゆうこ

 公募による市民  

８ 深澤
ふかざわ

 幸子
ゆきこ

 公募による市民 会長 

９ 増田
ますだ

 美佐子
み さ こ

 公募による市民  
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３ 男女共同参画に関する世界・国・県・市の動き 

 世界の動き 日本の動き 埼玉県の動き 幸手市の動き 

1946（昭和 21）年 ・国連に「婦人の地位

向上委員会」が発足 

   

1967（昭和 42）年 ・「婦人に対する差別

撤廃宣言」を採択 

   

1975（昭和 50）年 ・国際婦人年 

・第 1回「世界女性会

議」（メキシコシティ） 

・「世界行動計画」採択 

   

1979（昭和 54）年 ・「女子差別撤廃条約」

採択 

   

国

連

婦

人

の

10

年 

1980（昭和 55）年 ・第 2回世界女性会議

（コペンハーゲン） 

・「女子差別撤廃条約」

の署名式 

・「女子差別撤廃条

約」に署名 

・「婦人の地位向上

に関する埼玉県計

画」策定 

 

1981（昭和 56）年 ・ILO第 156号条約採

択（男女労働者特に家

族的責任を有する労

働者の機会均等及び

均等待遇に関する条

約） 

   

1984（昭和 59）年  ・国籍法及び戸籍法

の一部改正 

  

1985（昭和 60）年 ・第 3回世界女性会議

（ナイロビ） 

・「婦人の地位向上の

ためのナイロビ将来

戦略」が採択 

・「男女雇用機会均

等法」の制定 

・「女子差別撤廃条

約」を批准 

  

1986（昭和 61）年   ・「男女平等社会確

立のための埼玉県

計画」 

・「幸手市女性問題

協議会設置条例」施

行 

1990（平成 2）年 ・国連経済社会理事会

「ナイロビ将来戦略

に関する第 1回見直し

と評価に伴う勧告及

び結論」が採択 
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 世界の動き 日本の動き 埼玉県の動き 幸手市の動き 

1994（平成 6）年    ・「さって女性プラ

ン」策定 

1995（平成 7）年 ・第 4回世界女性会議

（北京） 

・「北京宣言」、「行動綱

領」採択 

 ・「2001 彩の国男

女共同参画プログ

ラム」策定 

 

1999（平成 11）年  ・「男女共同参画社

会基本法」制定 

  

2000（平成 12）年 ・国連特別総会「女性

2000 年会議、21 世紀

に向けての男女の平

等、開発、平和」（ニュ

ーヨーク） 

・「政治宣言」、「成果文

書」が採択 

・「男女共同参画基

本計画」策定 

・埼玉県男女共同

参画推進条例を制

定 

・男女共同参画に

関する苦情処理機

関を設置 

 

2001（平成 13）年  ・「DV防止法」制定  ・「第 2次幸手市男

女共同参画プラン」

策定 

2002（平成 14）年   ・「埼玉県男女共同

参画推進プラン

2010」策定 

・「埼玉県男女共同

参画推進センター

（With Youさいた

ま）」を開設 

 

2004（平成 16）年  ・被害者の自立支援

明確化 

  

2006（平成 18）年   ・「配偶者等からの

暴力防止及び被害

者支援基本計画」

策定 

 

2007（平成 19）年  ・「仕事と生活の調

和（ワーク・ライフ・

バランス）憲章」及

び「仕事と生活の調

和推進のための行動

指針」策定 

・「埼玉県男女共同

参画推進プラン

2010」の一部見直

し 
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 世界の動き 日本の動き 埼玉県の動き 幸手市の動き 

2008（平成 20）年  ・「仕事と生活の調

和元年」 

・「DV 防止法」改正

法施行 

・「埼玉県女性キャ

リアセンター」開

設 

 

2009（平成 21）年 ・「女子差別撤廃委員

会」（ニューヨーク） 

  ・「第 3次幸手市男

女共同参画プラン」

策定 

2010（平成 22）年 ・「ジェンダー平等と

女性のエンパワーメ

ントのための国連機

関（UN Women）が発足 

・「第 3 次男女共同

参画基本計画」策定 

  

2012（平成 24）年 ・第 56 回国連婦人の

地位委員会（国連本

部） 

・「自然災害における

ジェンダー平等と女

性のエンパワーメン

ト」決議が採択 

 ・「ウーマノミクス

課」設置 

 

2015（平成 27）年 ・第 59 回国連婦人の

地位委員会（北京＋

20）開催 

・「第４回世界女性会

議 20 周年における政

治宣言」等採択 

・「女性活躍推進法」

制定 

・「第 4 次男女共同

参画基本計画」策定 

 ・「第 4次幸手市男

女共同参画プラン」

策定 

2017（平成 29）年   ・「埼玉県男女共同

参画基本計画（平

成 29～33 年度）」

策定 

・「幸手市男女共同

参画を推進する条

例」を制定 

2020（令和 2）年    ・「男女共同参画に

関する市民意識調

査」実施 

2021（令和 3）年    ・「第 5次幸手市男

女共同参画推進プ

ラン」策定 
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４ 幸手市男女共同参画を推進する条例 

幸手市男女共同参画を推進する条例 
平成２９年３月１７日 

条例第６号 

改正 平成２９年１２月２２日条例第２２号 

我が国においては、個人の尊重と法の下の平等が日本国憲法にうたわれており、男女共同参画の形成は、２１

世紀の我が国の社会を決定する最重要課題の一つとして位置付けられるものである。 

これを踏まえ、幸手市では、これまで、男女共同参画社会基本法の下、「男女共同参画プラン」を策定し、男

女共同参画に関する様々な取組を進めてきた。 

しかしながら、今日においてもなお、性別による固定的な役割分担意識に基づく社会慣行は依然として根強

く、雇用不安や虐待、ドメスティック・バイオレンスなどの様々な問題が存在し、男女が平等に社会へ参画す

るには、多くの課題が残されている。 

一方、現在の経済・社会環境は、人口構成の変化、高度情報化や国際化などの多様な変化が生じ、地域におけ

る人間関係の希薄化が進み、孤立・孤独・老老介護の問題などが顕在化している。特に幸手市においては、人

口の減少や少子高齢化が急速に進行し、核家族世帯率が上昇している。そのような中で、女性は、労働力率が

出産・子育て期に大きく低下する傾向があり、男性は、通勤時間が長く、家事・育児・介護等の家庭生活にお

ける参画が必ずしも十分ではないという傾向である。さらに、社会的弱者に配慮した防災等のまちづくりや女

性の職業生活における活躍に関する支援など、男女共同参画を推し進める中で、解決しなければならない課題

が山積している。 

こうした現状を踏まえ、全ての男女の人権が尊重され、個人としての能力を発揮して自主的に行動できる男女

共同参画社会を実現するためには、全ての男女が、社会的文化的に形成された性別の概念にとらわれず、あら

ゆる分野に対等に参画し、責任を分かち合うことができる男女共同参画のまちづくりを、総合的かつ計画的に

推進することが必要不可欠である。 

ここに、市、市民及び事業者が協働して、男女共同参画社会の実現を目指し、「都市と自然が調和した安心・

安全で活力ある幸手市」を築くため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者の責務を明らかにす

るとともに、男女共同参画の推進に関する市の基本的施策について必要な事項を定めることにより、男女共同

参画を総合的かつ計画的に推進し、全ての男女の人権が尊重され、個人としての能力を発揮して自主的に行動

できる男女共同参画社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画 男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活

動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することが

でき、かつ、共に責任を担うことをいう。 

(2) 市民 市内に在住、在勤又は在学する者をいう。 

(3) 事業者 市内において事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

(4) 積極的格差是正措置 第１号に規定する機会に係る男女間の格差を是正するため必要な範囲内におい
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て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

(5) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動に対する相手方の対応によって不利益を与え、又は性的な言

動により相手方の生活環境を害することをいう。 

(6) ドメスティック・バイオレンス 配偶者その他親密な関係にある者又は当該関係にあった者から受ける

身体的、精神的、性的、経済的又は社会的な暴力をいう。 

(7) 女性活躍 自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮

して職業生活において活躍することをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

(1) 男女が個人としての尊厳を重んじられること。 

(2) 男女が直接的であるか間接的であるかを問わず、性別による差別的な取扱いを受けないこと。 

(3) 男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること。 

(4) セクシュアル・ハラスメント及びドメスティック・バイオレンスその他の性別による暴力（以下「性別

による暴力」という。）が根絶されること。 

(5) 男女が家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野において、性別による固定的な役割分担意

識に基づいた社会の制度又は慣行によってその活動が制限されることなく、自らの意思及び責任により多様

な生き方が選択できること。特に、女性活躍の推進が図られること。 

(6) 男女が社会の対等な構成員として、市の政策又は事業者における方針の立案及び決定に参画する機会が

確保されること。 

(7) 家族を構成する男女が、互いの協力及び社会の支援の下に、子育て、介護その他の家庭生活における活

動及び就業、就学その他の社会生活における活動が円滑に行われること。 

(8) 妊娠、出産その他の性と生殖に関する事項について、男女の相互の意思が尊重されること及び生涯にわ

たり男女が健康な生活を営むことについて配慮されること。 

(9) 国際社会における取組と密接な関係があるとの認識に立ち、国際的な協調の下に行われること。 

（市の責務） 

第４条 市は、男女共同参画の推進を主要な政策として位置付け、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、男女共同参画の推進に関する基本的施策を総合的かつ計画的に実施するものとする。 

２ 市は、男女共同参画の推進に当たっては、国、埼玉県及び他の地方公共団体との連携を図るとともに、市

民及び事業者と協働して取り組むものとする。 

３ 市は、第１項の基本的施策を実施するために必要な体制を整備するとともに、財政上の措置を講ずるよう

に努めるものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野において、男女

共同参画の推進に努めなければならない。 

２ 市民は、市が実施する男女共同参画の推進に関する基本的施策に積極的に協力するように努めなければ

ならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、男女共同参画の推進に取り組む

とともに、男女が協働して参画することができる体制の整備に努めなければならない。 
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２ 事業者は、市が実施する男女共同参画の推進に関する基本的施策に協力するように努めなければならな

い。 

（性別による権利侵害の禁止） 

第７条 何人も、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野において、性別による差別的な取扱い、

性別による暴力、その他の性別に起因する人権侵害を行ってはならない。 

（公衆に表示する情報に関する留意） 

第８条 何人も、公衆に情報を表示する際には、次に掲げる表現を用いないように努めなければならない。 

(1) 性別による固定的な役割分担又は差別を連想させ、又は助長する表現 

(2) 性別に起因する暴力を助長し、又は是認する表現 

(3) 過度の性的な表現 

（市の基本的施策等） 

第９条 市は、男女共同参画を推進するため、次に掲げる施策等を行うものとする。 

(1) 市民及び事業者に男女共同参画に関する理解を深めるために必要な広報活動、男女共同参画を推進する

活動の情報及び学習機会の提供、情報紙の発行その他必要な措置に関すること。 

(2) 学校教育、社会教育その他あらゆる分野の教育における男女共同参画を推進するため、必要な措置に関

すること。 

(3) 事業活動、家庭生活、地域生活等における活動とを両立できるように、子育て、介護等の支援に関する

こと。 

(4) 性別による暴力の防止及び当該暴力の被害を受けた者に対する必要な支援に関すること。 

(5) 女性活躍を推進するため、必要な支援に関すること。 

(6) 市民及び事業者と協働して実施する積極的格差是正措置に関すること。 

(7) 審議会等における委員を委嘱し、又は任命する場合に、男女の均衡を図るための積極的格差是正措置に

関すること。 

(8) 男女共同参画の推進に関する施策の策定に必要な事項及び男女共同参画の推進を阻害する問題につい

ての情報収集及び調査研究に関すること。 

（行動計画の策定） 

第１０条 市長は、男女共同参画の推進に関する市の基本的施策を総合的かつ計画的に実施するため、男女共

同参画の推進に関する行動計画（以下「行動計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、行動計画を策定するに当たっては、市民及び事業者の意見を反映するように努めるとともに、第

１５条の規定により設置する幸手市男女共同参画推進協議会に諮問するものとする。 

３ 市長は、行動計画を策定したときは、速やかにこれを公表するものとする。 

４ 市長は、社会情勢の変化等に対応するため、必要に応じて行動計画の見直しを行うものとする。この場合

において、前２項の規定は、行動計画の見直しについて準用する。 

（施策の推進体制の整備） 

第１１条 市長は、男女共同参画の推進に関する基本的施策を総合的かつ計画的に実施するために、必要な体

制を整備するものとする。 

（実施状況の公表） 

第１２条 市長は、毎年度、行動計画の実施状況を公表するものとする。 

（相談窓口） 
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第１３条 市長は、市民が性別による差別的な取扱いその他の男女共同参画の推進を阻害する要因によって、

人権を侵害された場合の相談を受けるための窓口を総務部人権推進課に置くものとする。 

２ 市長は、前項の相談を受けたときは、他の機関と連携を図り必要な支援を行うものとする。 

（平２９条例２２・一部改正） 

（苦情の処理） 

第１４条 市長は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画を推進することに影響

を及ぼすと認められる施策に関し、市民又は事業者から苦情の申出を受けた場合は、適切な措置を講ずるよう

に努めるものとする。 

２ 市長は、前項の申出に対応する場合において、必要があると認めるときは、幸手市男女共同参画推進協議

会の意見を聴くことができる。 

（男女共同参画推進協議会） 

第１５条 男女共同参画社会の実現に向けて必要な事項について調査審議するため、幸手市男女共同参画推

進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第１６条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 第１０条第２項の規定によりその権限に属させられた事項（同条第４項の規定により準用する場合を含

む。）について調査及び審議をすること。 

(2) 第１４条第２項の規定によりその権限に属させられた事項について調査し、意見を述べること。 

(3) 行動計画の実施状況その他男女共同参画社会の実現に向け必要があると認める事項に関し、自ら調査審

議して市長に対し意見を述べること。 

（組織等） 

第１７条 協議会は、委員１３人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 公募による市民又は事業者の代表者 

(2) 学識経験者 

(3) その他市長が特に必要と認める者 

３ 男女いずれか一方の委員の数は、委員総数の１０分の４未満にならないように努めるものとする。 

４ 委員の任期は２年とし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

７ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

８ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第１８条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。ただし、委員の委嘱後の最初の協議会の招集は、

市長がこれを行う。 

２ 協議会の会議は、委員の過半数の出席がなければ、開くことができない。 

３ 協議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は資料

の提出を求めることができる。 
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（庶務） 

第１９条 協議会の庶務は、総務部人権推進課において処理する。 

（平２９条例２２・一部改正） 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年６月１日から施行する。 

（幸手市男女共同参画推進協議会条例の廃止） 

２ 幸手市男女共同参画推進協議会条例（昭和６１年幸手市条例第４０号）は廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際、第４次幸手市男女共同参画プランは、この条例の規定による行動計画が策定される

までの間、第１０条第１項の規定に基づき策定された行動計画とみなす。 

４ この条例の施行の際現に第２項の規定による廃止前の幸手市男女共同参画推進協議会条例の第３条第２

項の規定により委嘱されている委員は、第１７条第２項の規定により委嘱された委員とみなし、その任期は、

同条第４項の規定にかかわらず、平成２９年９月３０日までとする。 

附 則（平成２９年１２月２２日条例第２２号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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幸手市男女共同参画庁内会議設置要綱 

令和元年１２月９日 

訓令第５号 

改正 令和２年３月３１日訓令第１９号 

幸手市男女共同参画庁内会議設置要綱の全部を改正する。 

（設置） 

第１条 男女共同参画社会の実現を目指し、本市における男女共同参画に関する施策の総合的かつ効果的な

推進を図るため、幸手市男女共同参画庁内会議（以下「庁内会議」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 庁内会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 男女共同参画プランの策定に関すること。 

(2) 男女共同参画に関する施策の総合的な企画及び推進に関すること。 

(3) 男女共同参画に関する施策についての調査及び研究に関すること。 

(4) その他男女共同参画に関する施策について、必要と認められること。 

（組織） 

第３条 庁内会議は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

(1) 会長は、総務部長の職にある者をもって充てる。 

(2) 副会長は、人権推進課長の職にある者をもって充てる。 

(3) 委員は、別表に掲げる組織の長の職にある者及び職員をもって充てる。 

（会長及び副会長の職務） 

第４条 会長は、庁内会議の会務を総理し、庁内会議を代表する。 

２ 副会長は、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 庁内会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 委員が出席できないときは、会長の承認を得て代理の者を出席させることができる。 

３ 会長が必要と認めるときは、委員以外の職員を出席させることができる。 

（関係者の出席） 

第６条 会長は、必要と認めるときは、庁内会議に委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（検討部会の設置等） 

第７条 庁内会議に、男女共同参画に関する施策について具体的事項を調査研究するため、下部組織として検

討部会を置く。 

２ 検討部会に属する者（以下「メンバー」という。）は、別表に掲げる組織から会長が指名する。 

３ 検討部会にリーダー及びサブリーダー各１人を置き、会長が指名する者をもって充てる。 

４ リーダーは、検討部会の会務を総理し、検討部会を代表する。 

５ サブリーダーは、リーダーに事故があるとき又はリーダーが欠けたときは、その職務を代理する。 

６ 検討部会の会議は、リーダーが招集し、リーダーがその議長となる。 

７ リーダーが必要と認めるときは、メンバー以外の職員を検討部会の会議に出席させることができる。 

８ 検討部会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（庶務） 
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第８条 庁内会議の庶務は、総務部人権推進課において処理する。 

（その他） 

第９条 この訓令に定めるもののほか、庁内会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、令和２年１月１日から施行する。 

（幸手市男女共同参画プラン検討員会等設置要綱の廃止） 

２ 幸手市男女共同参画プラン検討員会等設置要綱（平成１３年３月市長決裁）は、廃止する。 

附 則（令和２年３月３１日訓令第１９号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

別表（第３条及び第７条関係） 

（令２訓令１９・一部改正） 

総合政策部 秘書課 政策課 

総務部 庶務課 人権推進課 契約管財課 

市民生活部 市民協働課 危機管理防災課 保険年金課 環境課 

健康福祉部 社会福祉課 介護福祉課 こども支援課 健康増進課 

建設経済部 まちづくり事業課 建築指導課 農業振興課 商工観光課 道路河川課 

教育部 総務課 指導課 社会教育課 

社会福祉協議会事務局 

その他会長が必要と認める者 
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５ 関係法令 

男女共同参画社会基本法 

(平成１１年６月２３日) 

(法律第７８号) 

改正 平成１１年 ７月１６日法律第１０２号 

同 １１年１２月２２日同 第１６０号 

男女共同参画社会基本法をここに公布する。 

男女共同参画社会基本法 

目次 

前文 

第１章 総則(第１条―第１２条) 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策(第１３条―第２０条) 

第３章 男女共同参画会議(第２１条―第２８条) 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な

取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされて

いる。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上

で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分

に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と

位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていく

ことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって

国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、こ

の法律を制定する。 

第１章 総則 

(目的) 
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第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会

を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方

公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本と

なる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とす

る。 

(定義) 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的

利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男

女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

(男女の人権の尊重) 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別

的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が

尊重されることを旨として、行われなければならない。 

(社会における制度又は慣行についての配慮) 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分

担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同

参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の

社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければなら

ない。 

(政策等の立案及び決定への共同参画) 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体におけ

る政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨とし

て、行われなければならない。 

(家庭生活における活動と他の活動の両立) 
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第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、

家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該

活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

(国際的協調) 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんが

み、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

(国の責務) 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念(以下「基本理

念」という。)にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策(積極的改善措置を含む。以下同

じ。)を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

(地方公共団体の責務) 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた

施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

(国民の責務) 

第１０条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

(法制上の措置等) 

第１１条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の

措置その他の措置を講じなければならない。 

(年次報告等) 

第１２条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

(男女共同参画基本計画) 

第１３条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男

女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画(以下「男女共同参画基本計画」という。)を定めなけ

ればならない。 
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２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

るために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定

を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公

表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

(平１１法１６０・一部改正) 

(都道府県男女共同参画計画等) 

第１４条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策についての基本的な計画(以下「都道府県男女共同参画計画」という。)を定め

なければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総

合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域におけ

る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画(以下「市町村男女共同参画計

画」という。)を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

(施策の策定等に当たっての配慮) 

第１５条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及

び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

(国民の理解を深めるための措置) 
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第１６条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な

措置を講じなければならない。 

(苦情の処理等) 

第１７条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成

に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱い

その他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の救済を

図るために必要な措置を講じなければならない。 

(調査研究) 

第１８条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その

他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものと

する。 

(国際的協調のための措置) 

第１９条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情

報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置

を講ずるように努めるものとする。 

(地方公共団体及び民間の団体に対する支援) 

第２０条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男

女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずる

ように努めるものとする。 

第３章 男女共同参画会議 

(平１１法１０２・全改) 

(設置) 

第２１条 内閣府に、男女共同参画会議(以下「会議」という。)を置く。 

(平１１法１０２・全改) 

(所掌事務) 

第２２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促

進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 
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三 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大

臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が

男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各

大臣に対し、意見を述べること。 

(平１１法１０２・全改) 

(組織) 

第２３条 会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。 

(平１１法１０２・全改) 

(議長) 

第２４条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

(平１１法１０２・全改) 

(議員) 

第２５条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であってはならない。 

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の１０分の

４未満であってはならない。 

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。 

(平１１法１０２・全改) 

(議員の任期) 

第２６条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。 

(平１１法１０２・全改) 

(資料提出の要求等) 
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第２７条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、

監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができ

る。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者に

対しても、必要な協力を依頼することができる。 

(平１１法１０２・全改) 

(政令への委任) 

第２８条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、

政令で定める。 

(平１１法１０２・全改) 

附 則 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

(男女共同参画審議会設置法の廃止) 

第２条 男女共同参画審議会設置法(平成９年法律第７号)は、廃止する。 

(経過措置) 

第３条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法(以下「旧審議会設置法」という。)第１条の

規定により置かれた男女共同参画審議会は、第２１条第１項の規定により置かれた審議会となり、同一性

をもって存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により任命された男女共同参画審議会の委

員である者は、この法律の施行の日に、第２３条第１項の規定により、審議会の委員として任命されたも

のとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第２項の規定にかか

わらず、同日における旧審議会設置法第４条第２項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員と

しての任期の残任期間と同一の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女共同参画審議会の会

長である者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、

第２４条第１項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第３項の規定により審議会の会長の

職務を代理する委員として指名されたものとみなす。 

附 則 (平成１１年７月１６日法律第１０２号) 抄 
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(施行期日) 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律(平成１１年法律第８８号)の施行の日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(施行の日＝平成１３年１月６日) 

一 略 

二 附則第１０条第１項及び第５項、第１４条第３項、第２３条、第２８条並びに第３０条の規定 公布

の日 

(委員等の任期に関する経過措置) 

第２８条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の

職員である者(任期の定めのない者を除く。)の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれ

ぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

(別に定める経過措置) 

第３０条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に

法律で定める。 

○中央省庁等改革関係法施行法(平成１１法律１６０)抄 

(処分、申請等に関する経過措置) 

第１３０１条 中央省庁等改革関係法及びこの法律(以下「改革関係法等」と総称する。)の施行前に法令の

規定により従前の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為は、

法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定

に基づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為と

みなす。 

２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してされている申請、届出その他の

行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の

相当規定に基づいて、相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。 

３ 改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしな

ければならないとされている事項で、改革関係法等の施行の日前にその手続がされていないものについて

は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改革関係法等の施行後の法
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令の相当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならないとされ

た事項についてその手続がされていないものとみなして、改革関係法等の施行後の法令の規定を適用す

る。 

(政令への委任) 

第１３４４条 第７１条から第７６条まで及び第１３０１条から前条まで並びに中央省庁等改革関係法に定

めるもののほか、改革関係法等の施行に関し必要な経過措置(罰則に関する経過措置を含む。)は、政令で

定める。 

附 則 (平成１１年１２月２２日法律第１６０号) 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律(第２条及び第３条を除く。)は、平成１３年１月６日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第９９５条(核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律附則の改

正規定に係る部分に限る。)、第１３０５条、第１３０６条、第１３２４条第２項、第１３２６条第２

項及び第１３４４条の規定 公布の日 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

(平成２７年９月４日) 

(法律第６４号) 

改正 平成２９年 ３月３１日法律第１４号 

令和 元年 ６月 ５日同 第２４号 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律をここに公布する。 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

目次 

第１章 総則(第１条―第４条) 

第２章 基本方針等(第５条・第６条) 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針(第７条) 

第２節 一般事業主行動計画等(第８条―第１８条) 

第３節 特定事業主行動計画(第１９条) 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表(第２０条・第２１条) 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置(第２２条―第２９条) 

第５章 雑則(第３０条―第３３条) 

第６章 罰則(第３４条―第３９条) 

附則 

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力

を十分に発揮して職業生活において活躍すること(以下「女性の職業生活における活躍」という。)が一層

重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法(平成１１年法律第７８号)の基本理念にのっと

り、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事

業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活

躍を推進するための支援措置等について定めることにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点

的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他

の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 
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(基本原則) 

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏ま

え、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種及

び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別による

固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配

慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の

家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する事由が職業生

活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、

育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活

における活動を行うために必要な環境の整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な

両立が可能となることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の

意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

(国及び地方公共団体の責務) 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本原則(次

条及び第５条第１項において「基本原則」という。)にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に

関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

(事業主の責務) 

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活

に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備そ

の他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるとともに、国又は地方

公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に協力しなければならない。 

第２章 基本方針等 

(基本方針) 

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体

的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針(以下「基本方針」という。)を

定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
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一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四 前３号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければ

ならない。 

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

(都道府県推進計画等) 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活における活躍の

推進に関する施策についての計画(以下この条において「都道府県推進計画」という。)を定めるよう努め

るものとする。 

２ 市町村は、基本方針(都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推進計画)を勘

案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画

(次項において「市町村推進計画」という。)を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針 

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第１項に規定する一般

事業主行動計画及び第１９条第１項に規定する特定事業主行動計画(次項において「事業主行動計画」と

総称する。)の策定に関する指針(以下「事業主行動計画策定指針」という。)を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となるべきものを

定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 
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二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

(令元法２４・一部改正) 

第２節 一般事業主行動計画等 

(令元法２４・改称) 

(一般事業主行動計画の策定等) 

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主(以下「一般事業主」という。)であって、常時雇用する労働者の

数が３００人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画(一般事業主が実

施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。)を定め、厚生

労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更したときも、同様

とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働

省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、労

働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業における女性の職業

生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情

について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第

２号の目標については、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の

割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定め

なければならない。 

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定

めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定

めるところにより、これを公表しなければならない。 
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６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主行

動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が３００人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即

して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよう努

めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合に

ついて、第４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変

更した場合について、それぞれ準用する。 

(基準に適合する一般事業主の認定) 

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基づき、

厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定める基準に適合す

るものである旨の認定を行うことができる。 

(認定一般事業主の表示等) 

第１０条 前条の認定を受けた一般事業主(以下「認定一般事業主」という。)は、商品、役務の提供の用に

供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの

(次項及び第１４条第１項において「商品等」という。)に厚生労働大臣の定める表示を付することができ

る。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付しては

ならない。 

(令元法２４・一部改正) 

(認定の取消し) 

第１１条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条の認定を取り

消すことができる。 

一 第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第９条の認定を受けたとき。 

(基準に適合する認定一般事業主の認定) 
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第１２条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当

該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該事業主の策定した一般

事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定められた目標を達成したこと、雇用

の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律(昭和４７年法律第１１３号)第１３条の

２に規定する業務を担当する者及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律(平成３年法律第７６号)第２９条に規定する業務を担当する者を選任していること、当該女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が特に優良なものであることその他の厚生労働省令で

定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

(令元法２４・追加) 

(特例認定一般事業主の特例等) 

第１３条 前条の認定を受けた一般事業主(以下「特例認定一般事業主」という。)については、第８条第１

項及び第７項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年少なくとも一回、女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表しなければならない。 

(令元法２４・追加) 

(特例認定一般事業主の表示等) 

第１４条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第１０条第２項の規定は、前項の表示について準用する。 

(令元法２４・追加) 

(特例認定一般事業主の認定の取消し) 

第１５条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第１２条の認定

を取り消すことができる。 

一 第１１条の規定により第９条の認定を取り消すとき。 

二 第１２条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

三 第１３条第２項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第１２条の認定を受けたとき。 

(令元法２４・追加) 

(委託募集の特例等) 
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第１６条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主(一般事業主であって、常時雇用する労働者の数

が３００人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。)が、当該承認中小事業主団体をして

女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとする場

合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法(昭和２２年法

律第１４１号)第３６条第１項及び第３項の規定は、当該構成員である中小事業主については、適用しな

い。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の

法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中

小事業主を直接又は間接の構成員とするもの(厚生労働省令で定める要件に該当するものに限る。)のう

ち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を実施するた

めの人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相

談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるときは、同項

の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるも

のを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第３７条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第５条の３第１

項及び第４項、第５条の４、第３９条、第４１条第２項、第４２条第１項、第４２条の２、第４８条の３

第１項、第４８条の４、第５０条第１項及び第２項並びに第５１条の規定は前項の規定による届出をして

労働者の募集に従事する者について、同法第４０条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に

従事する者に対する報酬の供与について、同法第５０条第３項及び第４項の規定はこの項において準用す

る同条第２項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場合において、同法第３７条

第２項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律第１６条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第４１条第２項

中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第３６条第２項及び第４２条の３の規定の適用については、同法第３６条第２項中「前項

の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の者に与

えようとする」と、同法第４２条の３中「第３９条に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活
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における活躍の推進に関する法律(平成２７年法律第６４号)第１６条第４項の規定による届出をして労働

者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況について報告を求める

ことができる。 

(平２９法１４・一部改正、令元法２４・旧第１２条繰下・一部改正) 

第１７条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主

団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の内

容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。 

(令元法２４・旧第１３条繰下) 

(一般事業主に対する国の援助) 

第１８条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする一般事

業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者への周

知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談その他の援助の実施

に努めるものとする。 

(令元法２４・旧第１４条繰下) 

第３節 特定事業主行動計画 

第１９条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの(以下「特定事業

主」という。)は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動計画

(特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下この

条において同じ。)を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定めるところに

より、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地位

にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関

する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上

で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第２号の目標について
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は、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的

地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させる

ための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも１回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければ

ならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定められ

た目標を達成するよう努めなければならない。 

(令元法２４・旧第１５条繰下) 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

(一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表) 

第２０条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関する

次に掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営

もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関する前項各

号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表するよう努めなければならない。 

(令元法２４・旧第１６条繰下・一部改正) 

(特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表) 

第２１条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業

選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定

期的に公表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

(令元法２４・旧第１７条繰下・一部改正) 



90 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

(職業指導等の措置等) 

第２２条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支

援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業生活を営

み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その他の情報

の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施することができるも

のとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、当

該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

(令元法２４・旧第１８条繰下) 

(財政上の措置等) 

第２３条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するために必要な

財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

(令元法２４・旧第１９条繰下) 

(国等からの受注機会の増大) 

第２４条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等(沖縄振興開発金融公庫

その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。)の役務又は物件の調達

に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主その他の女性の職業生活

における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一

般事業主(次項において「認定一般事業主等」という。)の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施す

るものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施

するように努めるものとする。 

(令元法２４・旧第２０条繰下・一部改正) 

(啓発活動) 

第２５条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と理解を深

め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 
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(令元法２４・旧第２１条繰下) 

(情報の収集、整理及び提供) 

第２６条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における女性の職

業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

(令元法２４・旧第２２条繰下) 

(協議会) 

第２７条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行

う国及び地方公共団体の機関(以下この条において「関係機関」という。)は、第２２条第１項の規定によ

り国が講ずる措置及び同条第２項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業

生活における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該区域において女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される協議

会(以下「協議会」という。)を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第２２条第３項の規定による事務の

委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加え

ることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前２項の構成員(以下この項において「関係機関等」という。)が相互の連絡を

図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化

を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組について協議を行

うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表しな

ければならない。 

(令元法２４・旧第２３条繰下・一部改正) 

(秘密保持義務) 

第２８条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事

務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 
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(令元法２４・旧第２４条繰下) 

(協議会の定める事項) 

第２９条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

(令元法２４・旧第２５条繰下) 

第５章 雑則 

(報告の徴収並びに助言、指導及び勧告) 

第３０条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第８条第１項に規定する一

般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である同条第七項に規定する一般事業主に対し

て、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

(令元法２４・旧第２６条繰下・一部改正) 

(公表) 

第３１条 厚生労働大臣は、第２０条第１項の規定による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第８条第

１項に規定する一般事業主又は第２０条第２項に規定する情報に関し虚偽の公表をした認定一般事業主若

しくは特例認定一般事業主である第８条第７項に規定する一般事業主に対し、前条の規定による勧告をし

た場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

(令元法２４・追加) 

(権限の委任) 

第３２条 第８条、第９条、第１１条、第１２条、第１５条、第１６条、第３０条及び前条に規定する厚生

労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することが

できる。 

(令元法２４・旧第２７条繰下・一部改正) 

(政令への委任) 

第３３条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

(令元法２４・旧第２８条繰下) 

第６章 罰則 

第３４条 第１６条第５項において準用する職業安定法第４１条第２項の規定による業務の停止の命令に違

反して、労働者の募集に従事した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

(令元法２４・旧第２９条繰下・一部改正) 

第３５条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 
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一 第２２条第４項の規定に違反して秘密を漏らした者 

二 第２８条の規定に違反して秘密を漏らした者 

(令元法２４・旧第３０条繰下・一部改正) 

第３６条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金に処する。 

一 第１６条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

二 第１６条第５項において準用する職業安定法第３７条第２項の規定による指示に従わなかった者 

三 第１６条第５項において準用する職業安定法第３９条又は第４０条の規定に違反した者 

(令元法２４・旧第３１条繰下・一部改正) 

第３７条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

一 第１０条第２項(第１４条第２項において準用する場合を含む。)の規定に違反した者 

二 第１６条第５項において準用する職業安定法第５０条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報

告をした者 

三 第１６条第５項において準用する職業安定法第５０条第２項の規定による立入り若しくは検査を拒

み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

四 第１６条第５項において準用する職業安定法第５１条第１項の規定に違反して秘密を漏らした者 

(平２９法１４・一部改正、令元法２４・旧第３２条繰下・一部改正) 

第３８条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関し、第３４条、第３６条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

しても、各本条の罰金刑を科する。 

(令元法２４・旧第３３条繰下・一部改正) 

第３９条 第３０条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、２０万円以下の過料に処する。 

(令元法２４・旧第３４条繰下・一部改正) 

附 則 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第３章(第７条を除く。)、第５章(第２８条を除

く。)及び第６章(第３０条を除く。)の規定並びに附則第５条の規定は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

(この法律の失効) 

第２条 この法律は、平成３８年３月３１日限り、その効力を失う。 
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２ 第２２条第３項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密につい

ては、同条第４項の規定(同項に係る罰則を含む。)は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後

も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第２８条の規定(同条に

係る罰則を含む。)は、第１項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第１項の規定にかかわら

ず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

(令元法２４・一部改正) 

(政令への委任) 

第３条 前条第２項から第４項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令

で定める。 

(検討) 

第４条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要が

あると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの

とする。 

附 則 (平成２９年３月３１日法律第１４号) 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第１条中雇用保険法第６４条の次に１条を加える改正規定及び附則第３５条の規定 公布の日 

二及び三 略 

四 第２条中雇用保険法第１０条の４第２項、第５８条第１項、第６０条の２第４項、第７６条第２項及

び第７９条の２並びに附則第１１条の２第１項の改正規定並びに同条第３項の改正規定(「１００分の

５０を」を「１００分の８０を」に改める部分に限る。)、第４条の規定並びに第７条中育児・介護休

業法第５３条第５項及び第６項並びに第６４条の改正規定並びに附則第５条から第８条まで及び第１０

条の規定、附則第１３条中国家公務員退職手当法(昭和２８年法律第１８２号)第１０条第１０項第５号

の改正規定、附則第１４条第２項及び第１７条の規定、附則第１８条(次号に掲げる規定を除く。)の規

定、附則第１９条中高年齢者等の雇用の安定等に関する法律(昭和４６年法律第６８号)第３８条第３項

の改正規定(「第４条第８項」を「第４条第９項」に改める部分に限る。)、附則第２０条中建設労働者
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の雇用の改善等に関する法律(昭和５１年法律第３３号)第３０条第１項の表第４条第８項の項、第３２

条の１１から第３２条の１５まで、第３２条の１６第１項及び第５１条の項及び第４８条の３及び第４

８条の４第１項の項の改正規定、附則第２１条、第２２条、第２６条から第２８条まで及び第３２条の

規定並びに附則第３３条(次号に掲げる規定を除く。)の規定 平成３０年１月１日 

(罰則に関する経過措置) 

第３４条 この法律(附則第１条第４号に掲げる規定にあっては、当該規定)の施行前にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

(その他の経過措置の政令への委任) 

第３５条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 (令和元年６月５日法律第２４号) 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(令和元年政令第１７４号で令和２年６月１日から施行) 

一 第３条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第４

条の改正規定並びに次条及び附則第６条の規定 公布の日 

二 第２条の規定 公布の日から起算して３年を超えない範囲内において政令で定める日 

(令和元年政令第１７４号で令和４年４月１日から施行) 

(罰則に関する経過措置) 

第５条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

(政令への委任) 

第６条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

(検討) 

第７条 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律による改正後の規定の施行の状

況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとす

る。 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

(平成１３年４月１３日) 

(法律第３１号) 

改正 平成１６年 ６月 ２日法律第 ６４号 

同 １９年 ７月１１日同 第１１３号 

同 ２５年 ７月 ３日同 第 ７２号 

同 ２６年 ４月２３日同 第 ２８号 

令和 元年 ６月２６日同 第 ４６号 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律をここに公布する。 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

(平２５法７２・改称) 

目次 

前文 

第１章 総則(第１条・第２条) 

第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等(第２条の２・第２条の３) 

第２章 配偶者暴力相談支援センター等(第３条―第５条) 

第３章 被害者の保護(第６条―第９条の２) 

第４章 保護命令(第１０条―第２２条) 

第５章 雑則(第２３条―第２８条) 

第５章の２ 補則(第２８条の２) 

第６章 罰則(第２９条・第３０条) 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向け

た取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救

済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済

的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げと

なっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者

を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている

国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

(平１６法６４・一部改正) 

第１章 総則 

(定義) 

第１条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力(身体に対する不法な

攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。)又はこれに準ずる心身に有害な影響を及

ぼす言動(以下この項及び第２８条の２において「身体に対する暴力等」と総称する。)をいい、配偶者からの
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身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配

偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、

「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様

の事情に入ることを含むものとする。 

(平１６法６４・平２５法７２・一部改正) 

(国及び地方公共団体の責務) 

第２条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援することを含

め、その適切な保護を図る責務を有する。 

(平１６法６４・一部改正) 

第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等 

(平１６法６４・追加、平１９法１１３・改称) 

(基本方針) 

第２条の２ 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣(以下この条及び次条第５項におい

て「主務大臣」という。)は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針

(以下この条並びに次条第１項及び第３項において「基本方針」という。)を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第１項の都道府県基本計画及び同条第３項の市町村基

本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協

議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

(平１６法６４・追加、平１９法１１３・一部改正) 

(都道府県基本計画等) 

第２条の３ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施に関する基本的な計画(以下この条において「都道府県基本計画」という。)を定めなけ

ればならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村(特別区を含む。以下同じ。)は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町

村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画(以下この

条において「市町村基本計画」という。)を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 
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５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助

言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

(平１６法６４・追加、平１９法１１３・一部改正) 

第２章 配偶者暴力相談支援センター等 

(配偶者暴力相談支援センター) 

第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者

暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとして

の機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行

うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介

すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者(被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第６号、第

５条、第８条の３及び第９条において同じ。)の緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等

について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第４章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行

うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助

を行うこと。 

４ 前項第３号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託し

て行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。 

(平１６法６４・平１９法１１３・令元法４６・一部改正) 

(婦人相談員による相談等) 

第４条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

(婦人保護施設における保護) 

第５条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

第３章 被害者の保護 

(配偶者からの暴力の発見者による通報等) 

第６条 配偶者からの暴力(配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この章におい

て同じ。)を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう

努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかか

ったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報することが

できる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 
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３ 刑法(明治４０年法律第４５号)の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前２項の

規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかか

ったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用について、その

有する情報を提供するよう努めなければならない。 

(平１６法６４・一部改正) 

(配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等) 

第７条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害

者に対し、第３条第３項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容について説明及び助言

を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

(平１６法６４・一部改正) 

(警察官による被害の防止) 

第８条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法(昭和２９年法律

第１６２号)、警察官職務執行法(昭和２３年法律第１３６号)その他の法令の定めるところにより、暴力の制

止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

(警察本部長等の援助) 

第８条の２ 警視総監若しくは道府県警察本部長(道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面について

は、方面本部長。第１５条第３項において同じ。)又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、

配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認め

るときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被

害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援助

を行うものとする。 

(平１６法６４・追加) 

(福祉事務所による自立支援) 

第８条の３ 社会福祉法(昭和２６年法律第４５号)に定める福祉に関する事務所(次条において「福祉事務所」

という。)は、生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)、児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)、母子及び

父子並びに寡婦福祉法(昭和３９年法律第１２９号)その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支

援するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

(平１６法６４・追加、平２６法２８・一部改正) 

(被害者の保護のための関係機関の連携協力) 

第９条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町村

の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に

連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

(平１６法６４・令元法４６・一部改正) 

(苦情の適切かつ迅速な処理) 

第９条の２ 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受

けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

(平１６法６４・追加) 
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第４章 保護命令 

(保護命令) 

第１０条 被害者(配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫(被害者の生命又は身体に対し害

を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。)を受けた者に限る。以下この章において

同じ。)が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更なる身体に対す

る暴力(配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第１２条第１項第２号において同

じ。)により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対

する暴力(配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された

場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。)により、

その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命

又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者(配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に

対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であ

った者。以下この条、同項第３号及び第４号並びに第１８条第１項において同じ。)に対し、次の各号に掲げ

る事項を命ずるものとする。ただし、第２号に掲げる事項については、申立ての時において被害者及び当該配

偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して６月間、被害者の住居(当該配偶者と共に生活の本拠としている住居

を除く。以下この号において同じ。)その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、

勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して２月間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去すること

及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被

害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の

効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して６月を経過する日までの間、被害

者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置

を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後１０時から午前６時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用

いて送信し、又は電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態

に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

八 その性的 羞
しゆう

恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する

文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第１項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子(以下この項及び次項並びに第１２
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条第１項第３号において単に「子」という。)と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと

疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその同居している子に関して配偶

者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、第１項第１号の規定に

よる命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられる

ことを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた

日から起算して６月を経過する日までの間、当該子の住居(当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除

く。以下この項において同じ。)、就学する学校その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該

子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものと

する。ただし、当該子が１５歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第１項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において密接な関

係を有する者(被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次項並びに第１

２条第１項第４号において「親族等」という。)の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っている

ことその他の事情があることから被害者がその親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされること

を防止するため必要があると認めるときは、第１項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判

所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して６月を経過する日までの

間、当該親族等の住居(当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。)その

他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場

所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等(被害者の１５歳未満の子を除く。以下この項において同じ。)の同意(当該

親族等が１５歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意)がある場合に限り、

することができる。 

(平１６法６４・平１９法１１３・一部改正) 

(管轄裁判所) 

第１１条 前条第１項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所(日本国内に住所がないとき又

は住所が知れないときは居所)の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることがで

きる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

(平１６法６４・平１９法１１３・一部改正) 

(保護命令の申立て) 

第１２条 第１０条第１項から第４項までの規定による命令(以下「保護命令」という。)の申立ては、次に掲

げる事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受

ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立て

の時における事情 

三 第１０条第３項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子に関し
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て配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足り

る申立ての時における事情 

四 第１０条第４項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者

と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立て

の時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助

若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面(以下「申立書」という。)に同項第５号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申

立書には、同項第１号から第４号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面で公証人法(明治

４１年法律第５３号)第５８条の２第１項の認証を受けたものを添付しなければならない。 

(平１６法６４・平１９法１１３・一部改正) 

(迅速な裁判) 

第１３条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。 

(平１６法６４・一部改正) 

(保護命令事件の審理の方法) 

第１４条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、これを発する

ことができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することができない事情が

あるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第１２条第１項第５号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者

暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状

況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。この場合において、当該

配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は

申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定により書面の提出を

求めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

(平１６法６４・平１９法１１３・一部改正) 

(保護命令の申立てについての決定等) 

第１５条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ない

で決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における

言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄

する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若

しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第１２条第１項第５号イからニまでに掲げる
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事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名

称が記載された配偶者暴力相談支援センター(当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター

が２以上ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅

い配偶者暴力相談支援センター)の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

(平１６法６４・平１９法１１３・一部改正) 

(即時抗告) 

第１６条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があることにつき

疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、

保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を

命ずることができる。 

４ 前項の規定により第１０条第１項第１号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第

２項から第４項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じな

ければならない。 

５ 前２項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第１０条第１項第１号の規定による命令を取り消す場合において、同条第２項から第４項

までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第４項の規定による通知がされている保護命令について、第３項若しくは第４項の規定によりその

効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及び

その内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第３項の規定は、第３項及び第４項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について

準用する。 

(平１６法６４・平１９法１１３・一部改正) 

(保護命令の取消し) 

第１７条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護

命令を取り消さなければならない。第１０条第１項第１号又は第２項から第４項までの規定による命令にあ

っては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して３月を経過した後において、同条第１項第２号

の規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して２週間を経過した後において、これら

の命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したと

きも、同様とする。 

２ 前条第６項の規定は、第１０条第１項第１号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定により当該

命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第１５条第３項及び前条第７項の規定は、前２項の場合について準用する。 

(平１６法６４・平１９法１１３・一部改正) 

(第１０条第１項第２号の規定による命令の再度の申立て) 

第１８条 第１０条第１項第２号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由と

なった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再度の



104 

申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居しようとする被害者がそ

の責めに帰することのできない事由により当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して２月を経過す

る日までに当該住居からの転居を完了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発する

必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発するこ

とにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第１２条の規定の適用については、同条第１項各号列記以外の部分中

「次に掲げる事項」とあるのは「第１号、第２号及び第５号に掲げる事項並びに第１８条第１項本文の事情」

と、同項第５号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第１号及び第２号に掲げる事項並びに第１８条第１項

本文の事情」と、同条第２項中「同項第１号から第４号までに掲げる事項」とあるのは「同項第１号及び第２

号に掲げる事項並びに第１８条第１項本文の事情」とする。 

(平１６法６４・全改、平１９法１１３・一部改正) 

(事件の記録の閲覧等) 

第１９条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、

その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。ただし、

相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又

は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

(法務事務官による宣誓認証) 

第２０条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職

務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務

事務官に第１２条第２項(第１８条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)の認証を行わせる

ことができる。 

(平１６法６４・一部改正) 

(民事訴訟法の準用) 

第２１条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に反しない

限り、民事訴訟法(平成８年法律第１０９号)の規定を準用する。 

(最高裁判所規則) 

第２２条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定め

る。 

第５章 雑則 

(職務関係者による配慮等) 

第２３条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者(次項において「職務

関係者」という。)は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、

被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な

配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深

めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

(平１６法６４・一部改正) 

(教育及び啓発) 

第２４条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓
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発に努めるものとする。 

(平１６法６４・一部改正) 

(調査研究の推進等) 

第２５条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生の

ための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の

保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

(民間の団体に対する援助) 

第２６条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間

の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

(都道府県及び市の支弁) 

第２７条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

一 第３条第３項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用(次号に掲げる費

用を除く。) 

二 第３条第３項第３号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護(同条第４項に規定する厚生労働大臣が

定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。)に要する費用 

三 第４条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第５条の規定に基づき都道府県が行う保護(市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う

場合を含む。)及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第４条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければな

らない。 

(平１６法６４・一部改正) 

(国の負担及び補助) 

第２８条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第１項の規定により支弁した費用のうち、同項

第１号及び第２号に掲げるものについては、その１０分の５を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の１０分の５以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第１項の規定により支弁した費用のうち、同項第３号及び第４号に掲げるもの 

二 市が前条第２項の規定により支弁した費用 

第５章の２ 補則 

(平２５法７２・追加) 

(この法律の準用) 

第２８条の２ 第２条及び第１章の２から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際(婚姻関係における

共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。)をする関係にある相手からの暴力(当該関係にある

相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者

が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含

む。)及び当該暴力を受けた者について準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」

とあるのは「第２８条の２に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 
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第２条 被害者 被害者(第２８条の２に規定する関係にある

相手からの暴力を受けた者をいう。以下同

じ。) 

第６条第１項 配偶者又は配偶者であ

った者 

同条に規定する関係にある相手又は同条に

規定する関係にある相手であった者 

第１０条第１項から第

４項まで、第１１条第２

項第２号、第１２条第１

項第１号から第４号ま

で及び第１８条第１項 

配偶者 第２８条の２に規定する関係にある相手 

第１０条第１項 離婚をし、又はその婚姻

が取り消された場合 

第２８条の２に規定する関係を解消した場

合 

(平２５法７２・追加) 

第６章 罰則 

第２９条 保護命令(前条において読み替えて準用する第１０条第１項から第４項までの規定によるものを

含む。次条において同じ。)に違反した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

(平２５法７２・一部改正) 

第３０条 第１２条第１項(第１８条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)又は第２８条の

２において読み替えて準用する第１２条第１項(第２８条の２において準用する第１８条第２項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。)の規定により記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により保

護命令の申立てをした者は、１０万円以下の過料に処する。 

(平１６法６４・平２５法７２・一部改正) 

附 則 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。ただし、第２章、第６条(配偶

者暴力相談支援センターに係る部分に限る。)、第７条、第９条(配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。)、第２７条及び第２８条の規定は、平成１４年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

第２条 平成１４年３月３１日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相

談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する

第１２条第１項第４号並びに第１４条第２項及び第３項の規定の適用については、これらの規定中「配偶者暴

力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

(平１６法６４・一部改正) 

(検討) 

第３条 この法律の規定については、この法律の施行後３年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、

検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附 則 (平成１６年６月２日法律第６４号) 

(施行期日) 



107 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

(経過措置) 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律(次項において「旧法」という。)第１０条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関

する事件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第１０条第２号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体に対する

不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律による改正後の配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律(以下「新法」という。)第１０条第１項第２号の規定に

よる命令の申立て(この法律の施行後最初にされるものに限る。)があった場合における新法第１８条第１項

の規定の適用については、同項中「２月」とあるのは、「２週間」とする。 

(検討) 

第３条 新法の規定については、この法律の施行後３年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加

えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附 則 (平成１９年７月１１日法律第１１３号) 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

(経過措置) 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律第１０条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前

の例による。 

附 則 (平成２５年７月３日法律第７２号) 抄 

(施行期日) 

１ この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

附 則 (平成２６年４月２３日法律第２８号) 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 略 

二 第２条並びに附則第３条、第７条から第１０条まで、第１２条及び第１５条から第１８条までの規定 平

成２６年１０月１日 

附 則 (令和元年６月２６日法律第４６号) 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、令和２年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 

一 附則第４条、第７条第１項及び第８条の規定 公布の日 

(その他の経過措置の政令への委任) 

第４条 前２条に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

(検討等) 

第８条 政府は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行後３年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者
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の保護等に関する法律第６条第１項及び第２項の通報の対象となる同条第１項に規定する配偶者からの暴力

の形態並びに同法第１０条第１項から第４項までの規定による命令の申立てをすることができる同条第１項

に規定する被害者の範囲の拡大について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行後３年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律第１条第１項に規定する配偶者からの暴力に係る加害者の地域社会における更生のための

指導及び支援の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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６ 用語集 

行 用語 用語の説明 

あ SNS ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking 

Service）の略。友人・知人等の社会的ネットワークをインターネ

ット上で提供することを目的とする、コミュニティ型のサービ

ス。 

ウーマノミクス ウーマン（Women）＋エコノミクス（Economics）の造語。女性が

生き生きと夢を持って活躍することができるような社会づくり

を進め、それを地域経済の活性化につなげる取組み。 

M字カーブ 年齢層別に見た女性労働率のグラフで特徴的な曲線のことを指

す。結婚や出産を機に一旦離職し、育児が一段落したら再び働き

だす女性が多いという日本の特徴を反映したグラフ。 

LGBT Lesbian（レズビアン、女性同性愛者）、Gay（ゲイ、男性同性愛者）、

Bisexual（バイセクシュアル、両性愛者）、Transgender（トラン

スジェンダー、性別越境者）の頭文字をとった単語でセクシュア

ル・マイノリティ（性的少数者）の総称のひとつ。 

エンパワーメント 女性のエンパワーメントとは、ジェンダーのもとに意思決定過程

から排除され、力を奪われ、無力化（disempowerment）されてき

た女性たちが、ジェンダー問題に気付き、その批判的意識を行動

に転換するために、意思決定過程への参加の機会を獲得すること

で、自ら力をつける（self-empowerment）道を開くこと。 

か 合計特殊出生率 15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女

性が一生の間に産む平均こども数を表す。 

国連婦人開発基金 

（UNIFEM） 

開発途上国の女性の自立支援を目的とし、女性のエンパワーメン

トとジェンダー平等を育てる革新的プログラムや戦略に、資金・

技術支援を提供する国連機関。 

国際婦人年 1975年を「国際婦人年」とし、世界の国々が女性の地位向上のた

めの取組みを始めた。 

国連婦人の 10年 第 30回国連総会で、1976（昭和 51）年から 1985（昭和 60）年ま

でを「国連婦人の 10年」とすることを宣言し、その目標を平等・

発展・平和と定めた。 

国連婦人の地位委員会 

（CSW） 

1946（昭和 21）年に国連経済社会理事会（経社理）の機能委員会

のひとつとして設置され、政治・市民・社会・教育分野等におけ

る女性の地位向上に関し、経社理に勧告・報告・提案等を行う組

織。 

固定的性別役割分担 男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが

適当であるにも関わらず、男性、女性という性別を理由として、

役割を固定的に分けること。 
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行 用語 用語の説明 

さ ジェンダー 生物学的な性別（sex）に対して、社会的・文化的につくられる性

別のこと。 

ジェンダー平等と女性の

エンパワーメントのため

の国連機関（UN Women） 

2010年に設立された、国連加盟国がジェンダー平等の達成をめざ

し、国際基準を策定する支援を行う組織。 

女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律

（女性活躍推進法） 

女性が仕事で活躍することを、雇用主である企業などが推進する

ことを義務づけた法律。 

世界女性会議 女性の地位向上を目的とし、国連主催のもとに開かれる会議。 

セクシュアル・ハラスメン

ト（セクシャル・ハラスメ

ント） 

職場において、労働者の意に反する性的な言動が行われ、それを

拒否したり抵抗したりすることによって解雇・降格・減給などの

不利益を受けることや、性的な言動が行われることで職場の環境

が不快なものとなったため、労働者の能力の発揮に重大な悪影響

が生じること。 

SOHO Small Office Home Officeの略。小さなオフィスや自宅を仕事場

とする働き方、またはその仕事場、物件のこと。場所や時間にと

らわれないワークスタイルのひとつ。 

た 多文化共生社会 国籍や民族の異なる人々が、互いの違いを認め合い、対等な関係

を築こうとしながら生きていける社会。 

男女共同参画基本計画 政府が、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進する

ための中心的な仕組みとして、平成 12年に閣議決定された。 

男女共同参画社会 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野において活動に参画する機会が確保され、もって男

女が均等に政治的・経済的・社会的及び文化的利益を享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担うべき社会のこと。 

男女共同参画社会基本法 男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地

方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めるこ

とにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進す

ることを目的として、平成 11年 6月 23日法律第 78号として、

公布・施行された。 

男女共同参画推進本部 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の円滑かつ効果的

な推進を図るため、内閣に設置された。 

デート DV 結婚前の恋人間の暴力のこと。人前でバカにしたり、携帯電話や

メールを細かくチェックして、行動を監視したりする精神的暴力

や、性行為の強要などの性的暴力も含まれる。 
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行 用語 用語の説明 

 ドメスティック・バイオレ

ンス（DV） 

配偶者または事実婚のパートナーなど親密な関係にある男女間

における暴力のこと。多くは、家庭という私的な生活の場で起こ

るため、他の人に見つかりにくく、長期に渡り繰り返し行われる

ことで、被害者に恐怖や不安を与えるため、深刻なダメージを受

ける場合が多くある。 

は 配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関

する法律（DV防止法） 

配偶者からの暴力に係る通報・相談・保護・自立支援等の体制を

整備し、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを

目的とする法律。 

北京宣言及び行動綱領 第 4 回世界女性会議で採択された。行動綱領は 12 の重大問題領

域にそって女性のエンパワーメントのためのアジェンダ（行動計

画）を記しており、(1)女性と貧困・(2)女性の教育と訓練・(3)女

性と健康・(4)女性に対する暴力・(5)女性と武力闘争・(6)女性と

経済・(7)権力及び意思決定における女性・(8)女性の地位向上の

ための制度的な仕組み・(9)女性の人権・(10)女性とメディア・

(11)女性と環境・(12)女児から構成されている。 

ポジティブ・アクション 一般的には、社会的・構造的な差別によって不利益を被っている

者に対して、一定の範囲で特別の機会を提供することなどによ

り、実質的な機会均等を実現することを目的として講じる暫定的

な措置のこと。 

ま マタニティ・ハラスメント 働く女性が、妊娠・出産をきっかけに、職場で、精神的・肉体的

な嫌がらせを受けたり、妊娠・出産を理由とした解雇や雇い止め

や自主退職の強要で、不利益を被ったりするなどの不当な扱いを

意味する。 

や ユニバーサルデザイン 障害や年齢、国籍などに関係なく「全ての人が使いやすいように」

デザインする手法のこと。 

ら 労働力率 15 歳以上の人口の内、働いている人と完全失業者の人数を 15歳

以上の人口で割った値。 

わ ワーク・ライフ・バランス 仕事もプライベートもどちらも充実させる働き方・生き方のこ

と。 
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